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１ 指定統計調査の承認 
指定統計調査

の名称 

承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

小売物価統計

調査 

（７条２項） 

H18.10.6 調査品目について、消費者物価指数の平成 17 年改定により

新指数で採用されなくなった 21 品目を旧指数（平成 12 年基

準）公表の終了に合わせて、平成 19 年 1 月調査から削除する。

 また、「ミニディスクプレーヤー」を削除し、「デジタル

オーディオプレーヤー」を平成 18 年 12 月調査から追加する。

総務大臣

家計調査 

（７条２項） 

H18.10.20  貯蓄等調査票中の機関に係る名称について、住宅金融公庫

を住宅金融支援機構に変更する。 

 また、集計結果表について、年度平均、世帯人員別・世帯

主の年齢階級別を追加する。 

総務大臣

経済産業省生

産動態統計調

査 

（７条２項） 

H18.10.30  調査票中の調査対象品目について統合、削除及び追加を行

う。主なものは以下のとおりである。 

・鉄鋼月報（その５）のステンレス鋼内訳の名称変更 

・機械器具月報（その 34）の生産能力に液晶テレビ、ＤＶＤ

－ビデオ、デジタルカメラの追加   

・機械器具月報（その 36）の半導体素子に太陽電池セルを追

加 

・機械器具月報（その 40）に乗用車生産内訳（ハイブリッド

車）を追加 

・セメント月報のポルトランドセメントクリンカをクリンカ

に変更 

       

経済産業

大臣 
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２ 承認統計調査の承認 
承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No.26644 

(旧 No.     ) 
H18.10.6 

民間企業投資・除却調査 

民間企業投資・除却調査調査票 
内閣総理大臣 

No.26645 

(旧 No.23546) 
H18.10.6 

国家公務員共済組合年金受給者実態調査 

障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 
財務大臣 

No.26646 

(旧 No.26438) 
H18.10.6 

国際比較プログラムに関する小売物価調査 

国際比較プログラムに関する小売物価調査調査票 
総務大臣 

No.26647 

(旧 No.22629) 
H18.10.13 

酒類製造業投入調査 

酒類製造業投入調査票（清酒） 
財務大臣 

No.26648 

(旧 No.22630) 
H18.10.13 

酒類製造業投入調査 

酒類製造業投入調査票（ビール） 
財務大臣 

No.26649 

(旧 No.22632) 
H18.10.13 

酒類製造業投入調査 

酒類製造業投入調査票（ウィスキー類） 
財務大臣 

No.26650 

(旧 No.22633) 
H18.10.13 

酒類製造業投入調査 

酒類製造業投入調査票（しょうちゅう） 
財務大臣 

No.26651 

(旧 No.22634) 
H18.10.13 

酒類製造業投入調査 

酒類製造業投入調査票（果実酒） 
財務大臣 

No.26652 

(旧 No.22584) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

バス事業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26653 

(旧 No.22585) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

ハイヤー・タクシー業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26654 

(旧 No.22586) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

道路貨物運送事業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26655 

(旧 No.22587) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

倉庫業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26656 

(旧 No.22588) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

航空機使用事業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26657 

(旧 No.22589) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

貨物利用運送事業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26658 

(旧 No.22590) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

運輸付帯サービス投入調査票 
国土交通大臣 

No.26659 

(旧 No.22591) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

旅行業・観光協会投入調査票 
国土交通大臣 

No.26660 

(旧 No.22592) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

サルベージ業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26661 

(旧 No.22593) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

自動車整備事業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26662 

(旧 No.22594) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

貸自動車業投入調査票 
国土交通大臣 
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No.26663 

(旧 No.22595) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

船舶製造業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26664 

(旧 No.22596) 
H18.10.13 

運輸関連事業投入調査 

鉄道車両工業投入調査票 
国土交通大臣 

No.26665 

(旧 No.22670) 
H18.10.16 

水産加工業経営実態調査 

水産加工業経営実態調査票 
農林水産大臣 

No.26666 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

能力開発基本調査 

能力開発基本調査（企業票） 
厚生労働大臣 

No.26667 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

能力開発基本調査 

能力開発基本調査（事業所票） 
厚生労働大臣 

No.26668 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

能力開発基本調査 

能力開発基本調査（個人票） 
厚生労働大臣 

No.26669 

(旧 No.22802) 
H18.10.17 

法人土地基本調査予備調査 

法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ 
国土交通大臣 

No.26670 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

法人土地基本調査予備調査 

法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ追加分 
国土交通大臣 

No.26671 

(旧 No.22803) 
H18.10.17 

法人土地基本調査予備調査 

法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ 
国土交通大臣 

No.26672 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

法人土地基本調査予備調査 

法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ追加分 
国土交通大臣 

No.26673 

(旧 No.22804) 
H18.10.17 

法人建物調査予備調査 

法人建物調査予備調査 調査票 
国土交通大臣 

No.26674 

(旧 No.     ) 
H18.10.17 

法人建物調査予備調査 

法人建物調査予備調査 調査票追加分 
国土交通大臣 

No.26675 

(旧 No.26329) 
H18.10.20 

生鮮食料品価格・販売動向調査 

生鮮食料品価格・販売動向調査票 
農林水産大臣 

No.26676 

(旧 No.26280) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材価格統計調査 素材・木材チップ価格調査票 
農林水産大臣 

No.26677 

(旧 No.26281) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材価格統計調査 木材製品卸売価格調査票 
農林水産大臣 

No.26678 

(旧 No.22752) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅰ）（製材工場

用） 

農林水産大臣 

No.26679 

(旧 No.22753) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅱ）（合単板工

場用） 

農林水産大臣 

No.26680 

(旧 No.22754) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅲ）（プレカッ

ト工場用） 

農林水産大臣 
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No.26681 

(旧 No.22755) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅳ）（集成材工

場用） 

農林水産大臣 

No.26682 

(旧 No.22756) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅴ）（木材流通

業者用） 

農林水産大臣 

No.26683 

(旧 No.     ) 
H18.10.20 

木材流通統計調査 

木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅵ）（木材チッ

プ工場用） 

農林水産大臣 

No.26684 

(旧 No.23524) 
H18.10.30 

内水面漁業生産統計調査 

内水面漁業漁獲統計調査票 
農林水産大臣 

No.26685 

(旧 No.23525) 
H18.10.30 

内水面漁業生産統計調査 

内水面養殖業収獲統計調査票 
農林水産大臣 

No.26686 

(旧 No.23526) 
H18.10.30 

内水面漁業生産統計調査 

３湖沼漁業生産統計調査票 
農林水産大臣 

No.26687 

(旧 No.26393) 
H18.10.30 

賃金事情等総合調査 

賃金事情調査票 
厚生労働大臣 

No.26688 

(旧 No.25830) 
H18.10.30 

賃金事情等総合調査 

労働時間，休日・休暇調査票 
厚生労働大臣 

No.26689 

(旧 No.22545) 
H18.10.31 

労働環境調査 

労働環境調査（事業所票） 
厚生労働大臣 

No.26690 

(旧 No.22546) 
H18.10.31 

労働環境調査 

労働環境調査（個人票） 
厚生労働大臣 

No.26691 

(旧 No.22547) 
H18.10.31 

労働環境調査 

労働環境調査（ずい道・地下鉄工事現場票） 
厚生労働大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

106079 H18.10.5 主要企業の緑化意識及び取組に関するアンケート調査 大阪府知事 

106080 H18.10.11 県民健康・栄養実態調査 新潟県知事 

106081 H18.10.12 公共交通利用に関するアンケート調査 茨城県知事 

106082 H18.10.12 輸血療法の実施に関するアンケート調査 山口県知事 

106083 H18.10.13 次世代育成支援に関する県民調査 神奈川県知事

106084 H18.10.16 夫婦やパートナーとの日常生活についての調査 千葉市長 

106085 H18.10.17 家庭におけるジェンダー意識に関する調査 千葉市長 

106086 H18.10.17 県民健康・栄養調査 福井県知事 

106087 H18.10.18 一般環境経由による石綿ばく露健康影響実態調査 佐賀県知事 

106088 H18.10.18 県民健康・栄養調査 熊本県知事 

106089 H18.10.19 神戸港と市民経済調査 神戸市長 

106090 H18.10.20 障害程度区分認定状況調査結果報告 厚生労働大臣

106091 H18.10.24 健康調査 岩手県知事 

106092 H18.10.24 人材の確保・育成・活用に関する調査 大阪府知事 

106093 H18.10.25 一般環境経由による石綿ばく露の健康影響実態調査 大阪府知事 

106094 H18.10.25 健康づくりに関する生活習慣調査 山口県知事 

106095 H18.10.30 一般環境経由によるアスベストばく露の健康影響実態調査 茨城県知事 

106096 H18.10.31 県民健康栄養調査補完調査 徳島県知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

206103 H18.10.4 府民健康・栄養調査 京都府知事 

206104 H18.10.5 労使関係実情調査 佐賀県知事 

206105 H18.10.6 患者調査 茨城県知事 

206106 H18.10.11 県民健康栄養調査 愛知県知事 

206107 H18.10.11 母子世帯等実態調査 北九州市長 

206108 H18.10.11 母子家庭等実態調査 福岡市長 

206109 H18.10.12 県民栄養調査 埼玉県知事 

206110 H18.10.13 女性労働調査 群馬県知事 

206111 H18.10.17 観光統計調査 大阪府知事 

206112 H18.10.18 県民健康・栄養調査 福岡県知事 

206113 H18.10.20 福祉保健基礎調査 東京都知事 

206114 H18.10.24 
市民意識調査「ごみの減量・リサイクルへの意識の向上に

ついて」 
北九州市長 

206115 H18.10.24 県民健康・栄養調査 沖縄県知事 
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206116 H18.10.25 
日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入状況等に関する

調査 
文部科学大臣

 
（3） 中止 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

306026 H18.10.26 県民意識調査 福岡県知事 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 経済産業省生産動態統計調査 

【承認年月日】 平成１８年１０月３０日 

【指定番号】 ００００１１ 

【実施機関】 経済産業省経済産業政策局調査統計部鉱工業動態統計室 

【目 的】 鉱工業生産の動態を明らかにし，鉱工業に関する施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 生産動態統計調査は，連合国軍総司令部の要請を踏まえ，昭和２３年に生産動態の把握及び経済統制

下における物資の需給調整上の資料としての利用を目的として開始された。昭和２６年の経済統制の解

除により物資の需給調整という副次的利用目的が大幅に後退したのを契機として，昭和２８年に経済統

計への移行に重点を置いた大幅改正が行われた。その後の大きな改正としては，昭和４８年のコンピュ

ータ処理化に伴う統計の体系整備のための調査品目，調査項目の簡素化，昭和５６年の商鉱工業エネル

ギー消費統計調査（現在の経済産業省特定業石油等消費統計調査，指定統計第１１５号を作成するため

の調査）の開始に伴うエネルギー関連項目の簡素化が挙げられる。さらに平成１２年１月分の調査から

は，新世代統計システムへの導入に伴い，調査票様式，調査票の提出方法等の変更がなされている。平

成１４年には，鉱工業生産における各製品の市場規模の変化等最近の産業構造の変化を踏まえ，調査対

象品目，調査事項，調査対象範囲及び調査票の見直しに関する統一基準を定め，年間出荷額が低下して

いる品目を削除する一方，最近成長が見られる品目を追加する等の調査対象品目の変更を行うなどの大

規模な変更が行われている。平成１６年には，印刷業に関する調査票が新設されている。平成１８年に

は，非鉄金属製品月報と光ファイバー製品月報の統合が行われた。 

【調査の構成】 1-○○（品目名）月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「速報」（翌月末），「確報」（翌々月中旬），「年

報」（翌年６月） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 1-○○（品目名）月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所又は企業 （属性）鉄鋼・鉄鋼加工製品，一般機械器具，電気機

械器具，輸送機械器具，精密機械器具，繊維工業品，パルプ・紙，雑貨工業品，化学工業品，ゴム
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製品・プラスチック製品，窯業製品・土石製品・建材，鉱物，石油・石炭製品，非鉄金属・非鉄金

属加工製品等を生産（加工を含む。）する事業所又は企業であって，経済産業大臣が指定する生産

品目別の範囲に属する事業所又は企業 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００，０００ （配布）郵送・統計調査員・オンライン （取集）

郵送・統計調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月末日現在 （系統）経済産業省→

報告者，経済産業省→経済産業局→報告者，経済産業省→都道府県→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１０日（対経済産業局長及び都道府県知事），翌月１５日（対

経済産業大臣） 

【調査事項】 １．生産高，２．出荷高，３．在庫高，４．原材料，５．燃料及び電力，６．従業者，７．生産

能力及び設備 
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【調査名】 小売物価統計調査 

【承認年月日】 平成１８年１０月６日 

【指定番号】 ００００３５ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 国民の消費生活上重要な支出の対象となる商品の小売価格及びサービスの料金を調査し，消費者物価

指数その他物価に関する資料を得るとともに，消費生活に関する経済施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和２５年６月に都道府県庁所在地及び帯広市，高崎市，松本市，浜松市，松阪市，防府

市，今治市及び都城市の主要都市を対象に，約２１０品目を対象に開始され，その後調査市町村，調査

品目等の改正が行われ，現在に至っている。 

 調査市町村は，昭和３７年７月から郡部を含めた１７３市町村に拡大され，全国的な規模となり，そ

の後，沖縄の本土復帰により５市２町が加えられ，また，数次にわたる追加・廃止により，平成１５年

７月現在，約２００調査市町村となっている。調査品目・銘柄は，消費構造の変化，商品の出回り状況

の変化等を考慮し，数次にわたる追加・廃止を行っており，平成１６年１２月現在で５３５品目，平成

１７年１月現在で５２９品目である。 

 なお，調査品目のうち生鮮食料品については，昭和４４年７月から，それまでの中旬調査に上旬・下

旬調査を加え３旬調査により実施している。 

【調査の構成】 1-小売物価統計調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「小売物価統計調査年報」，「小売物価統計調査報

告」（月報），「消費者物価指数」（毎月閣議報告・公表） （表章）全国，特定の市町村 

【備考】 調査対象は，総務大臣が指定する約２３０市町村の約３０，０００事業所及び約２３，０００世帯 

※ 

【調査票名】 1-小売物価統計調査調査票 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所及び世帯 （属性）小売店舗・事業所，借家世帯・公的住宅管理

機関，民営・公的宿泊施設 （抽出枠）事業所・企業統計調査及び国勢調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３０，０００ ２３，０００ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）他計 （把握時）調査実施期日現在 （系統）〔調査員調査品目〕総務省→都道府県
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→指導員→調査員→報告者，〔都道府県調査品目〕総務省→都道府県→報告者，〔総務省調査品

目〕総務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）〔調査員調査品目〕毎月１２日を含む週の水曜日，木曜日又は金曜

日。ただし一部の生鮮食料品等は，毎月５日，１２日及び２２日を含む各週の水曜日，木曜日又

は金曜日。〔都道府県調査品目〕毎月１２日を含む週の金曜日。ただし宿泊料は，毎月５日を含

む週の金曜日（休日の前日である場合にあっては，翌週の月曜日）及び土曜日。また，遊園地入

場料は，毎月１２日を含む週の日曜日。〔総務省調査品目〕毎月１２日を含む週の金曜日。ただ

し宿泊料は，毎月５日を含む週の金曜日（休日の前日である場合にあっては，翌週の月曜日）及

び土曜日。 

【調査事項】 商品及びサービスについて，総務省統計局長が指示する一定の銘柄の小売価格又は料金及びこれ

らに附随する事項（事業所の名称，事業主の氏名，所在地等） 
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【調査名】 家計調査 

【承認年月日】 平成１８年１０月２０日 

【指定番号】 ００００５６ 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課 

【目 的】 国民生活における家計収支の実態を毎月把握して，諸種の経済及び社会問題等に関する施策立案の基

礎資料を提供する。 

【沿 革】 昭和２１年に都市を対象として始められた消費者価格調査から発展した調査で，昭和２５年９月から

は，支出のみならず収入面も把握するよう改正され，昭和２６年１１月に消費実態調査と改称され，昭

和２７年１１月からは指定統計調査として実施されることとなった。また，昭和２８年４月に家計調査

と改称され，昭和３７年７月には郡部も対象範囲とし，昭和６０年からは無職世帯の収入についても把

握している。 

 その後平成６年２月，諮問第２４１号の答申「平成６年度から実施が予定されている農業経営調査

（仮称）の計画について」において，農業家計費を別個に把握する必要性が少なくなってきており，そ

の統計整備の在り方の問題が提言された。この提言を踏まえ，統計審議会の関係部会を通じて対応策が

検討され，農業経営統計調査等における農林漁家世帯の家計費の支出内訳の把握を中止し，平成１２年

１月から家計調査において農林漁家世帯を調査対象の範囲に含めて実施することとされた。さらに，平

成１４年１月から本調査と単身世帯収支調査及び貯蓄動向調査が統合された。 

【調査の構成】 １－家計簿（二人以上の世帯用）（様式第１号），２－家計簿（単身世帯用）（様式第２号），

３－年間収入調査票（様式第３号），４－貯蓄等調査票（様式第４号），５－世帯票（様式第５

号），６－準調査世帯票（様式第６号） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「家計調査報告」（毎月）「家計調査年報」（毎年７

月） （表章）全国，地方 

※ 

【調査票名】 １－家計簿（二人以上の世帯用）（様式第１号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 
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（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．毎月の収入と支出 

※ 

【調査票名】 ２－家計簿（単身世帯用）（様式第２号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）単身の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．毎月の収入と支出 

※ 

【調査票名】 ３－年間収入調査票（様式第３号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）自計 （把握時）調査日現在，過去１年間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．年間収入 

※ 

【調査票名】 ４－貯蓄等調査票（様式第４号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．貯蓄現在高，２．借入金残高，３．建物・土地の購入計画 

※ 

【調査票名】 ５－世帯票（様式第５号） 



 - 17 -

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）二人以上の世帯及び単身世帯 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００ ８００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記

入）他計 （把握時）調査日現在，月間 （系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．職業，４．住居の構造，５．住居の所有関係，面積，居住室数，家

賃・地代 

※ 

【調査票名】 ６－準調査世帯票（様式第６号） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）総務大臣が定める方法により抽出された世帯で，やむを

えない理由により除外された世帯 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在，月間 

（系統）総務省→都道府県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月 

【調査事項】 １．世帯主の年齢，職業及び世帯員数，２．住居の所有関係，３．除外理由 



 

 
 
 
 
 
 
 
 

３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 民間企業投資・除却調査 

【実施機関】 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部国民資産課 

【目 的】 民間企業における新規資産・中古資産の取得としての投資支出及び除却に関する状況を資産別に調査

し，資本ストック統計・生産勘定整備における基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－民間企業投資・除却調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」とＨＰ掲載（平成１９

年７月） （表章）全国 

【経 費】 ５７，０００ 

※ 

【調査票名】 １－民間企業投資・除却調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）資本金３０００万円以上の企業 （抽出枠）平成１６年

事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）３０，０００／母１３３，１３９ （配布）郵送 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１７年４月～平成１８年３月 （系

統）内閣府経済社会総合研究所→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）０１月３１日 

【調査事項】 １．資本金・業種等，２．有形固定資産の取得・改修等，３．ファイナンシャル・リースのみな

し取得価額，４．有形固定資産の除却（売却・廃棄） 
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【調査名】 国家公務員共済組合年金受給者実態調査 

【実施機関】 財務省主計局給与共済課 

【目 的】 年金制度の受け持つ役割が重要性を増しつつある現状に鑑み，国家公務員共済年金受給者の実態を把

握することを目的とする。 

【沿 革】 本調査は，昭和４８年の国家公務員等共済組合法改正に当たっての国会審議の中で，年金受給者につ

いての実態調査が必要である旨の指摘を受けて開始されたものである。調査は，下記の調査票から構成

され，それぞれ３年周期で実施しているものであり，今回は３について実施するものである。１．退職

共済年金・退職年金・減額退職年金受給者実態調査票（昭和４９年から３年ごと），２．遺族共済年

金・遺族年金受給者調査票，旧令共済組合年金受給者実態調査票（昭和５０年から３年ごと），３．障

害共済年金・障害年金受給者実態調査票（昭和５１年から３年ごと） 

【調査の構成】 １－障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「国家公務員共済組合事業統計年報」（平

成２０年２月） （表章）全国 

【経 費】 １４９ 

※ 

【調査票名】 １－障害共済年金・障害年金受給者実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４５ 調査票承認番号（旧）０２３５４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国家公務員等共済組合連合会から障害共済年金・障害年

金を受給している者 （抽出枠）年金原簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５，０００／母１４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１９年２月１日現在 （系統）財務省主計局→連合会→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１９年２月２８日 

【調査事項】 １．受給者の性別，年齢，２．年金の内容（種類，年金額（年間），支給開始年，障害の程度，

扶養関係），３．国家公務員災害補償法に基づく障害保障年金受給状況，４．他の公的年金の受給
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状況，５．公的年金加入状況，６．介護の状況，７．定期的な医療機関受診状況，８．公的医療保

険の加入状況，９．世帯人員，世帯員，１０．生活費の月平均額，１１．年金の使途，１２．世帯

の受給者以外の収入状況 
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【調査名】 国際比較プログラムに関する小売物価調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部消費統計課物価統計室 

【目 的】 国際比較に必要な商品の小売価格及びサービス料金を調査し，ＯＥＣＤが主宰する「国際比較プログ

ラム」（ＩＣＰ）に対して，各国通貨の購買力平価による国内総生産（ＧＤＰ）の実質比較を行うため

の基礎資料を提供する。 

【調査の構成】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）総務省政策統括官（統計基準担当）を通じてＯＥＣＤ

に報告され，ＯＥＣＤから公表される。 （表章）東京都区部 

【経 費】 ２２９ 

※ 

【調査票名】 １－国際比較プログラムに関する小売物価調査調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月０６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１１月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４６ 調査票承認番号（旧）０２６４３８ 

【調査対象】 （地域）東京都区部 （単位）店舗 （属性）東京都区部の小売業 （抽出枠）平成１６年事業

所・企業統計調査調査区別民営事業所リスト 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母４０，０００ （配布）配布しない （取集）収集し

ない （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）総務省統計局→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期（要請の都度） （実施期日）平成１８年１０月２３日から平成１８年１１月

２日を調査日とし，そのいずれか１日について調査する。 

【調査事項】 １．調査品目，２．調査銘柄，３．単位，４．価格等 
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【調査名】 酒類製造業投入調査 

【実施機関】 財務省財務総合政策研究所調査統計部調査統計課 

【目 的】 酒類製造業の投入構造の実態を調査し，平成１７年（２００５年）産業連関表の作成のための基礎資

料を得る。 

【調査の構成】 １－酒類製造業投入調査票（清酒），２－酒類製造業投入調査票（ビール），３－酒類製造業投

入調査票（ウィスキー類），４－酒類製造業投入調査票（しょうちゅう），５－酒類製造業投入調

査票（果実酒） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 １０ 

※ 

【調査票名】 １－酒類製造業投入調査票（清酒） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４７ 調査票承認番号（旧）０２２６２９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年に酒類製造業を営んだ製造業者のうち，清酒

を生産したもの （抽出枠）各酒類製造業団体が所有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０／母２，００２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自

計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．売上高及びその内訳，（１）売上高，（２）売上原価，（３）屑・副産物の売却額，（４）

販売費・一般管理費等，２．売上原価及び販売費・一般管理費の内訳，（１）原材料費，（２）燃

料費，（３）電力費，（４）上下水道，（５）包装容器材料費，（６）事務用品費，（７）修繕・

保守・点検（委託分）等についての費用，３．従業者数，４再生資源の売却 

※ 

【調査票名】 ２－酒類製造業投入調査票（ビール） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 
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【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４８ 調査票承認番号（旧）０２２６３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年に酒類製造業を営んだ製造業者のうち，ビー

ルを生産したもの （抽出枠）各酒類製造業団体が所有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５／母２４７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．売上高及びその内訳，（１）売上高，（２）売上原価，（３）屑・副産物の売却額，（４）

販売費・一般管理費等，２．売上原価及び販売費・一般管理費の内訳，（１）原材料費，（２）燃

料費，（３）電力費，（４）上下水道，（５）包装容器材料費，（６）事務用品費，（７）修繕・

保守・点検（委託分）等についての費用，３．従業者数，４．再生資源の売却 

※ 

【調査票名】 ３－酒類製造業投入調査票（ウィスキー類） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６４９ 調査票承認番号（旧）０２２６３２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年に酒類製造業を営んだ製造業者のうち，ウィ

スキー類を生産したもの （抽出枠）各酒類製造業団体が所有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３／母４２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）平成１７年１月から同年１２月３１日 （系統）財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．売上高及びその内訳，（１）売上高，（２）売上原価，（３）屑・副産物の売却額，（４）

販売費・一般管理費等，２．売上原価及び販売費・一般管理費の内訳，（１）原材料費，（２）燃

料費，（３）電力費，（４）上下水道，（５）包装容器材料費，（６）事務用品費，（７）修繕・

保守・点検（委託分）等についての費用，３．従業者数，４．再生資源の売却 

※ 
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【調査票名】 ４－酒類製造業投入調査票（しょうちゅう） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５０ 調査票承認番号（旧）０２２６３３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年に酒類製造業を営んだ製造業者のうち，しょ

うちゅうを生産したもの （抽出枠）各酒類製造業団体が所有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１０／母８４８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．売上高及びその内訳，（１）売上高，（２）売上原価，（３）屑・副産物の売却額，（４）

販売費・一般管理費等，２．売上原価及び販売費・一般管理費の内訳，（１）原材料費，（２）燃

料費，（３）電力費，（４）上下水道，（５）包装容器材料費，（６）事務用品費，（７）修繕・

保守・点検（委託分）等についての費用，３．従業者数，４．再生資源の売却 

※ 

【調査票名】 ５－酒類製造業投入調査票（果実酒） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５１ 調査票承認番号（旧）０２２６３４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）平成１７年に酒類製造業を営んだ製造業者のうち，果実

酒を生産したもの （抽出枠）各酒類製造業団体が所有する名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５／母３６２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）財務省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．売上高及びその内訳，（１）売上高，（２）売上原価，（３）屑・副産物の売却額，（４）

販売費・一般管理費等，２．売上原価及び販売費・一般管理費の内訳，（１）原材料費，（２）燃

料費，（３）電力費，（４）上下水道，（５）包装容器材料費，（６）事務用品費，（７）修繕・
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保守・点検（委託分）等についての費用，３．従業者数，４．再生資源の売却 
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【調査名】 運輸関連事業投入調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部交通調査統計課分析室 

【目 的】 平成１７年（２００５年）産業連関表作成のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－バス事業投入調査票，２－ハイヤー・タクシー業投入調査票，３－道路貨物運送事業投入調

査票，４－倉庫業投入調査票，５－航空機使用事業投入調査票，６－貨物利用運送事業投入調査

票，７－運輸付帯サービス投入調査票，８－旅行業・観光協会投入調査票，９－サルベージ業投入

調査票，１０－自動車整備事業投入調査票，１１－貸自動車業投入調査票，１２－船舶製造業投入

調査票，１３－鉄道車両工業投入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）公表しない 

※ 

【調査票名】 １－バス事業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５２ 調査票承認番号（旧）０２２５８４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）バス事業者 （抽出枠）（社）日本バス協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母４，２５９ （配布）郵送・オンライン （取集）フ

ァクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土

交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．営業用の車両台数，４．年間売

上高（運送収入と運送雑収），５．年間営業費（事業費），６．年間営業費（事業費）の明細，

７．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ２－ハイヤー・タクシー業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５３ 調査票承認番号（旧）０２２５８５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）ハイヤー・タクシー事業者 （抽出枠）全国ハイヤー・

タクシー名鑑 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母５５，１２６ （配布）郵送・オンライン （取集）

ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国

土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．営業用の車両台数，４．年間売

上高（事業収入），５．年間営業費（事業費），６．年間営業費（事業費）の明細，７．屑・副産

物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ３－道路貨物運送事業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５４ 調査票承認番号（旧）０２２５８６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）道路貨物運送事業者 （抽出枠）国土交通省設備投資動

向調査調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母５６，９００ （配布）郵送・オンライン （取集）

ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国

土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．営業用の車両台数，４．年間売

上高（事業収入），５．事業ごとの売上の割合，６．年間営業費（事業費），７．年間営業費（事

業費），８．年間営業費（事業費）の明細，９．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物， 

※ 

【調査票名】 ４－倉庫業投入調査票 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５５ 調査票承認番号（旧）０２２５８７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）普通倉庫業者，冷蔵倉庫業者及び水面倉庫業者 （抽出

枠）日本倉庫協会，日本冷蔵倉庫協会及び日本水面木材倉庫協会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０５／母５，２２４ （配布）郵送・オンライン （取集）フ

ァクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土

交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．倉庫種類別面積容積，年間入庫

量及び期首・期末保管残高，４．年間売上高（事業収入），５．年間営業費（事業費），６．年間

営業費（事業費）の明細，７．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ５－航空機使用事業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５６ 調査票承認番号（旧）０２２５８８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）航空機使用事業者 （抽出枠）（社）全日本航空運送事

業連合会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２０／母６５ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミ

リ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

年間営業費（事業費），５．年間営業費（事業費）の明細，６．屑・副産物の売却益及び売却した

屑・副産物 
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※ 

【調査票名】 ６－貨物利用運送事業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５７ 調査票承認番号（旧）０２２５８９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貨物利用運送事業者 （抽出枠）国土交通省貨物利用運

送事業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母２２，５９１ （配布）郵送・オンライン （取集）

ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国

土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

事業ごとの売上の割合，５．利用輸送機関別取扱実績，６．利用輸送機関別年間売上高（事業収

入）７．年間営業費（事業費），８．年間営業費（事業費）の明細，９．屑・副産物の売却益及び

売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ７－運輸付帯サービス投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５８ 調査票承認番号（旧）０２２５９０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）水先案内・検数・検量・鑑定・航空付帯サービス業者 

（抽出枠）日本パイロット協会会員名簿，検数等事業者名簿及び構内営業者台帳 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０／母２３０ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシ

ミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 
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【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

年間売上高（事業収入）のうち拠出金・補助金額，５．年間営業費（事業費），６．年間営業費

（事業費）の明細，７．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ８－旅行業・観光協会投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６５９ 調査票承認番号（旧）０２２５９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）第一種旅行業者，第二種旅行業者，第三種旅行業者及び

観光協会 （抽出枠）全国旅行業協会会員名簿，日本旅行業協会会員名簿，日観協便覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３０／母９，８６１ （配布）郵送・オンライン （取集）フ

ァクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土

交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

年間営業費（事業費），５．年間営業費（事業費）の明細，６．屑・副産物の売却益及び売却した

屑・副産物 

※ 

【調査票名】 ９－サルベージ業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６０ 調査票承認番号（旧）０２２５９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）サルベージ事業者 （抽出枠）日本サルベージ協会会員

名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８／母８ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミリ （記

入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省→報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

依頼者別サルベージ料金収入，５．年間営業費（事業費），６．年間営業費（事業費）の明細，

７．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 １０－自動車整備事業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６１ 調査票承認番号（旧）０２２５９３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）自動車整備事業者 （抽出枠）各都道府県自動車整備振

興会会員名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母８８，９７２ （配布）郵送・オンライン （取集）

ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国

土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

年間営業費（事業費），５．年間営業費（事業費）の明細，６．原材料費及び部品等購入費の明

細，７．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 １１－貸自動車業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６２ 調査票承認番号（旧）０２２５９４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貸自動車事業者 （抽出枠）自動車レンタ・リース年鑑 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母１４，５２３ （配布）郵送・オンライン （取集）

ファクシミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国
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土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３賃貸用自動車数，４．年間売上高

（事業収入）５．貸出先産業別収入比率，６．年間営業費（事業費），７．年間営業費（事業費）

の明細，８．屑・副産物の売却益及び売却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 １２－船舶製造業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６３ 調査票承認番号（旧）０２２５９５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）船舶製造業者 （抽出枠）国土交通省造船所名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６０／母９９６ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシ

ミリ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

調査期首・期末生産者在庫純増，５．年間営業費（事業費），６．年間営業費（事業費）の明細，

７．事業別営業費の割合，８．原材料費及び部品等購入費の明細，９．屑・副産物の売却益及び売

却した屑・副産物 

※ 

【調査票名】 １３－鉄道車両工業投入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１３日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６４ 調査票承認番号（旧）０２２５９６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）鉄道車両製造業者及び鉄道車両部品製造業者 （抽出

枠）国土交通省鉄道車両等生産動態統計調査対象名簿 
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【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）４０／母９２ （配布）郵送・オンライン （取集）ファクシミ

リ （記入）自計 （把握時）平成１７年１月１日から同年１２月３１日 （系統）国土交通省→

報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．事業者名，事業者の所在地，電話番号，２．従業員数，３．年間売上高（事業収入），４．

調査期首・期末新造車両仕掛品純増，５．年間営業費（事業費），６．年間営業費（事業費）の明

細，７．事業別営業費の割合，８．原材料費及び部品等購入費の明細，９．屑・副産物の売却益及

び売却した屑・副産物 
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【調査名】 水産加工業経営実態調査 

【実施機関】 水産庁漁政部加工流通課 

【目 的】 水産加工業の事業経営に関する事業活動についての業況調査及び水産加工業者の意識・意欲調査を実

施し，今後における水産加工業振興対策に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－水産加工業経営実態調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年４月以

降） （表章）全国，都道府県 

【経 費】 ８，９７５ 

※ 

【調査票名】 １－水産加工業経営実態調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１６日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６５ 調査票承認番号（旧）０２２６７０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）販売を目的とする水産加工品の製造を行った水産加工

業者（１３加工業種） （抽出枠）平成１７年水産加工統計調査陸上加工経営体名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０４９／母１０，７４９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）水産庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）１１月３０日（予定） 

【調査事項】 １．経営組織について（１）経営組織区分，会社資本金額，２．年間売上高規模，３，収支・業

況について，４．業種別所得割合，５．品目別売上高割合，６．雇用形態・男女・年齢階級別の従

業者数，７．年間操業日数，８．海外工場の有無，原料調達国割合，製品出荷国割合，主な加工品

原材料，９．借入の有無，運転資金・設備資金借入先別借入残高・割合，１０．原料魚等の使用状

況について（１）原料（原料魚・冷凍等）の種類別使用量及び調達先別割合，（２）原料（原料魚

及び半製品）の仕入方法，１１．販売方法別の販売割合，１２．設備投資計画（１）設備投資の有

無・設備予定額，（２）設備投資先，（３）設備投資の内容，（４）設備投資の目的，１３．当面

の課題，１４．今後の経営方針，１５．経営コスト削減取り組みの効果，１６．石油高騰による経
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営上の影響等，１７．国の行う施策に関して，１８．収益・収支状況及び製造原価内訳（貸借対照

表，損益計算書，製造原価内訳） 
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【調査名】 能力開発基本調査 

【実施機関】 厚生労働省職業能力開発局総務課基盤整備室 

【目 的】 我が国の企業における労働者の能力開発の実態を正社員・非正社員の別に明らかにし，職業能力開発

行政を推進するための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，平成１３年から１７年まで厚生労働省から業務を委託された民間機関が行っていた調査を

前身としているが，同調査が，これまでの調査の回収率が低い（おおむね２０％程度である。）ことか

ら，能力開発行政のための基礎資料として精度の高い結果を得るため，今回，国が直接実施する統計調

査であることを明示し，回収率の向上に努めることとし，また，「職業能力開発促進法及び中小企業に

おける労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律の一部を

改正する法律案に対する附帯決議」（平成１８年５月参議院厚生労働委員会及び平成１８年６月衆議院

厚生労働委員会）において，職場における非正規労働者に対する能力開発の実態を把握することとされ

たことを踏まえ，平成１８年から厚生労働省が新規に実施したいとするものである。 

【調査の構成】 １－能力開発基本調査（企業票），２－能力開発基本調査（事業所票），３－能力開発基本調査

（個人票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月ま

で） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－能力開発基本調査（企業票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６６ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）日本標準産業分類による建設業，製造業，電気・ガス・

熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊

業，医療，福祉，教育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないもの。）

の産業に属し，３０人以上の常用労働者を雇用している民営企業（会社組織に限る。） （抽出

枠）平成１６年事業所・企業統計調査 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，４００／母１０１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省職業能力開発局→報告

者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月２０日～１２月８日 

【調査事項】 １．企業の属性，２．ＯＦＦーＪＴの費用の総額及びその内訳並びに自己啓発支援の費用総額，

３．企業における能力開発の方向付けについて 

※ 

【調査票名】 ２－能力開発基本調査（事業所票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６７ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による建設業，製造業，電気・ガ

ス・熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿

泊業，医療，福祉，教育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないも

の。）の産業に属し，３０人以上の常用労働者を雇用している民営事業所（会社組織に限る。） 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，９００／母２１２，０００ （配布）郵送 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省職業能力開発局→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１２月１日～平成１９年１月３１日 

【調査事項】 １．事業所の属性，２．教育訓練の実施について，３．事業所における能力開発の考え方につい

て，４．キャリア形成支援について，５．技能の継承について，６．職業能力評価について，７．

雇用管理制度の導入状況について 

※ 

【調査票名】 ３－能力開発基本調査（個人票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 
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【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６８ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類による建設業，製造業，電気・ガス・

熱供給・水道業，情報通信業，運輸業，卸売・小売業，金融・保険業，不動産業，飲食店，宿泊

業，医療，福祉，教育，学習支援業，複合サービス事業，サービス業（他に分類されないもの。）

の産業に属し，３０人以上の常用労働者を雇用している民営事業所（会社組織に限る。）に属して

いる労働者 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４，０００／母１８３，２００ （配布）調査員 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年１０月１日現在 （系統）厚生労働省職業能力開発局

→事業所→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１２月１日～平成１９年２月９日 

【調査事項】 １．労働者の属性，２．会社を通して受講した教育訓練について，３．自己啓発について，４．

職業生活設計やキャリアの形成支援について 
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【調査名】 法人土地基本調査予備調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 法人土地基本調査の実施に先立ち，調査事項の適否，調査票様式の適否，調査方法の適否等，同調査

実施計画の立案に際し，必要な諸事項を実地に検討する。 

【調査の構成】 １－法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ，２－法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ追加分，

３－法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ，４－法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ追加分 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ７９，７５３ 

※ 

【調査票名】 １－法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６６９ 調査票承認番号（旧）０２２８０２ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する全産業の法人 （抽出枠）事業

所・企業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母１，８７０，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国

土交通省→報告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．法人の属性（名称，本所・本社・本店の所在地，組織形態，資本金・出資金・基金の額，業

種等），２．土地の所有状況について（所有する土地の有無，うち本所・本社・本店の敷地の所有

状況），３．所有する土地（宅地等，農地，林地及び販売目的の土地（棚卸資産））について 

※ 

【調査票名】 ２－法人土地基本調査予備調査 調査票Ａ追加分 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 
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【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７０ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する全産業の法人 （抽出枠）事業

所・企業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母１，８７０，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国

土交通省→報告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．所有する土地（宅地等，農地，林地及び販売目的の土地（棚卸資産））について 

※ 

【調査票名】 ３－法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７１ 調査票承認番号（旧）０２２８０３ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する法人のうち，電気業，ガス業，国

内電気通信業・国際電気通信業，放送業，鉄道業及び道路を所有する法人 （抽出枠）事業所・企

業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０／母６０，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国土交通省→報

告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．法人の名称，２．土地について（土地（都道府県単位にまとめて把握したもの）の所在地，

用途，件数，土地面積の合計） 

※ 
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【調査票名】 ４－法人土地基本調査予備調査 調査票Ｂ追加分 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７２ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する法人のうち，電気業，ガス業，国

内電気通信業・国際電気通信業，放送業，鉄道業及び道路を所有する法人 （抽出枠）事業所・企

業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２０／母６０，０００ （配布）郵送・オンライン （取集）

郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国土交通省→報

告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．法人の名称，２．土地について（土地（都道府県単位にまとめて把握したもの）の所在地，

用途，件数，土地面積の合計） 
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【調査名】 法人建物調査予備調査 

【実施機関】 国土交通省土地・水資源局土地情報課 

【目 的】 法人建物調査の実施に先立ち，調査事項の適否，調査票様式の適否，調査方法の適否等，同調査実施

計画の立案に際し，必要な諸事項を実地に検討する。 

【調査の構成】 １－法人建物調査予備調査 調査票，２－法人建物調査予備調査 調査票追加分 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）公表しない 

【経 費】 ７９，７５３ 

※ 

【調査票名】 １－法人建物調査予備調査 調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７３ 調査票承認番号（旧）０２２８０４ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する全産業の法人 （抽出枠）事業

所・企業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母１，８７０，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国

土交通省→報告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．法人の名称，２．所有する建物の有無，３．所有している建物について（１）工場敷地以外

にある延べ床面積２００平方メートル未満の建物の棟数，（２）工場敷地以外にある延べ床面積２

００平方メートル以上の建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の利用現

状，建物の貸付の有無），（３）工場敷地内にある建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，

敷地の権原，建物の有形固定資産額 

※ 

【調査票名】 ２－法人建物調査予備調査 調査票追加分 
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【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月１７日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７４ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福島県，東京都，富山県，和歌山県，佐賀県 （単位）法人 （属性）福島県，東京

都，富山県，和歌山県，佐賀県の調査地域内に本社等が所在する全産業の法人 （抽出枠）事業

所・企業データベースを基に独自に整備した法人土地基本調査母集団名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，３００／母１，８７０，０００ （配布）郵送・オンライ

ン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１８年１月１日現在 （系統）国

土交通省→報告者，国土交通省→都県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月３０日 

【調査事項】 １．法人の名称（１）工場敷地以外にある延べ床面積２００平方メートル以上の建物の所在地，

延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の利用現況，建物の貸付の有無，（２）工場敷地

にある建物の所在地，延べ床面積，構造，建築時期，敷地の権原，建物の有形固定資産額 
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【調査名】 生鮮食料品価格・販売動向調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課消費統計室 

【目 的】 小売段階における国産品（標準品及び高付加価値品（有機栽培品，特別栽培品），輸入品別の価格及

び販売数量の動向を把握することにより国産品の販売動向を探り，国内農業を振興するための各種施策

の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－生鮮食料品価格・販売動向調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）概要の公表（４月末，７月末，１０月末，１月末） 

（表章）全国 

【経 費】 １０，８１５ 

※ 

【調査票名】 １－生鮮食料品価格・販売動向調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年０１月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７５ 調査票承認番号（旧）０２６３２９ 

【調査対象】 （地域）札幌市，仙台市，さいたま市，千葉市，東京都特別区，横浜市，川崎市，静岡市，名古

屋市，京都市，大阪市，神戸市，広島市，福岡市，北九州市 （単位）事業所 （属性）生鮮野菜

を取扱っている百貨店・総合スーパー，各種食料品小売業で従業員１０人以上及び野菜・果実小売

業で従業員５人以上のセルフサービス店を営む事業所のうち，ＰＯＳシステムを導入している事業

所 （抽出枠）経済産業省「１６年商業統計調査調査区内事業所名簿」，「１４年商業準備調査名

簿」 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１３０／母３，４６９ （配布）調査員 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）農林水産省→地方農政事務所（局）→統計・情報セン

ター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）四半期 （実施期日）３月末，６月末，９月末及び１２月末 

【調査事項】 生鮮野菜２１品目の国産品（国産標準品，有機栽培品，特別栽培品）及び輸入品別販売数量及び

販売金額 
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【調査名】 木材流通統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 木材の価格水準及びその変動，木材の流通構造並びに木材産業の動向を的確に把握し，木材の需給及

び価格の安定等流通改善対策，木材産業の合理化対策等の諸施策の推進に必要な基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は昭和２８年度から開始された。平成１６年度から、調査名の名称を「木材流通調査」から

「木材統計調査」に変更するとともに、調査票の名称の変更、簡易調査票の導入等を実施した。また，

製材統計調査（指定統計第６９号）等木材に関する統計を見直しに伴う統計体系の意見等により，平成

１８年から「木材流通統計調査」に名称を変更し，木材価格統計調査（月次調査）及び木材流通構造調

査（５年周期調査）から構成されることとなった。なお，木材に関する統計の見直しにより，「製材統

計調査（指定統計第６９号）」は「木材統計調査（指定統計第６９号）」に名称変更されている。 

【調査の構成】 １－木材価格統計調査 素材・木材チップ価格調査票，２－木材価格統計調査 木材製品卸売価

格調査票，３－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅰ）（製材工場用），４－木材流通構造

調査 木材流通構造調査票（Ⅱ）（合単板工場用），５－木材流通構造調査 木材流通構造調査票

（Ⅲ）（プレカット工場用），６－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅳ）（集成材工場

用），７－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅴ）（木材流通業者用），８－木材流通構造

調査 木材流通構造調査票（Ⅵ）（木材チップ工場用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）木材価格統計調査：「農林水産統計第１報」（調査月

の翌々月の５日まで），「木材需給報告書」（調査年の翌々年の３月），木材流通構造調査：「農

林水産統計第１報」（平成１９年６月下旬まで），「調査結果報告書」（平成２１年３月まで） 

（表章）全国，都道府県 

【経 費】 ２５，８３８ 

※ 

【調査票名】 １－木材価格統計調査 素材・木材チップ価格調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７６ 調査票承認番号（旧）０２６２８０ 
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【調査対象】 （地域）北海道，青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県，栃木県，新潟県，富山

県，石川県，長野県，岐阜県，静岡県，愛知県，三重県，京都府，奈良県，和歌山県，鳥取県，島

根県，岡山県，広島県，山口県，徳島県，愛媛県，高知県，福岡県，熊本県，大分県，宮崎県，鹿

児島県 （単位）事業所 （属性）製材工場，合単板工場及び木材チップ工場 （抽出枠）木材統

計調査工場一覧表（製材工場，合単板工場，木材チップ工場） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３５７／母１１，３２２ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）毎月１５日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情

報センター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日まで 

【調査事項】 １．製材用素材価格（工場着価格）・前月との価格変動，２．合単板用素材価格（工場着価

格）・前月との価格変動，３．木材チップ用素材価格（工場着価格）・前月との価格変動，４．木

材チップ価格（工場渡し価格）・前月との価格変動等 

※ 

【調査票名】 ２－木材価格統計調査 木材製品卸売価格調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７７ 調査票承認番号（旧）０２６２８１ 

【調査対象】 （地域）北海道，埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，愛知県，大阪府，兵庫県，広島県，福岡

県 （単位）事業所 （属性）木材市売市場，木材センター及び卸売業者 （抽出枠）木材市売市

場，木材センター及び卸売業者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）７３／母１１，１４５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）

自計 （把握時）毎月１５日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報セ

ンター→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２０日まで 

【調査事項】 １．製材品価格・前月との価格変動，２．普通合板価格・前月との価格変動，３．集成材価格・

前月との価格変動等 
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※ 

【調査票名】 ３－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅰ）（製材工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７８ 調査票承認番号（旧）０２２７５２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）製材工場（製材を行う事業所をいう。）の代表者 

（抽出枠）木材統計調査工場一覧表（製材工場） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７００／母９，０１１ （配布）調査員 （取集）併用 （記

入）併用 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務

所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 １．木材の年間販売金額，２．素材の入荷先別入荷量，３．製材品の出荷先別出荷量，４．製材

用機械の所有状況 

※ 

【調査票名】 ４－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅱ）（合単板工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６７９ 調査票承認番号（旧）０２２７５３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）合板工場（単板若しくは合板の製造又は合板の表面に

美観若しくは強化を目的とする薄板のはりつけ，オーバーレイ，印刷，塗装等の加工を行う事業所

をいう。）の代表者 （抽出枠）木材統計調査工場一覧表（合単板工場） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１４３／母２７１ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→

統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 １．木材の年間販売金額，２．素材の入荷先別入荷量，３．合板の出荷先別出荷量，４．合単板



 - 51 -

製造機械の所有状況 

※ 

【調査票名】 ５－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅲ）（プレカット工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８０ 調査票承認番号（旧）０２２７５４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）プレカット工場（軸組工法による木造建築物の構造

材，羽柄材の仕口，継手，ほぞ等従来は大工が手で行っていた加工を機械で行う事業者をいう。）

の代表者 （抽出枠）プレカット工場名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４２８／母６５０ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→

統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 １．木材の年間販売金額，２．材料の入荷先別入荷量，３．受注先別出荷棟数 

※ 

【調査票名】 ６－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅳ）（集成材工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８１ 調査票承認番号（旧）０２２７５５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）集成材工場（集成材を生産する事業所をいう。）の代

表者 （抽出枠）集成材工場名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３３／母２６４ （配布）調査員 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→

統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 １．木材の年間販売金額，２．材料の入荷先別入荷量，３．集成材の出荷先別出荷量 
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※ 

【調査票名】 ７－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅴ）（木材流通業者用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８２ 調査票承認番号（旧）０２２７５６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）木材販売業者，木材市売市場，木材センター （抽出

枠）木材販売業者名簿，木材市売市場名簿，木材センター名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５５９／母１１，１４５ （配布）調査員 （取集）併用 

（記入）併用 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政

事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 １．木材の年間販売金額，２．素材の仕入先別仕入量，３．製材品の販売先別販売量，４．合板

の販売先別販売量，５．集成材の販売先別販売量 

※ 

【調査票名】 ８－木材流通構造調査 木材流通構造調査票（Ⅵ）（木材チップ工場用） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月２０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８３ 調査票承認番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）木材チップ工場（木材チップを生産する事業所）の代

表者 （抽出枠）木材統計調査工場一覧表（木材チップ工場） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／母２，０４０ （配布）調査員 （取集）併用 （記

入）自計 （把握時）平成１８年１２月３１日現在 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務

所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１９年１月１日～０１月３１日 

【調査事項】 木材チップ製造用機械の所有状況 
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【調査名】 内水面漁業生産統計調査 

【実施機関】 農林水産省大臣官房統計部生産流通消費統計課 

【目 的】 内水面漁業の生産に関する実態を明らかにし，内水面漁業振興対策等の水産行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－内水面漁業漁獲統計調査票，２－内水面養殖業収獲統計調査票，３－３湖沼漁業生産統計調

査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）概要は，「農林水産統計速報」及びホームページ（調

査年の翌年４月末まで），詳細については，「漁業・養殖業生産統計年報」（平成２０年２月） 

（表章）全国 

【経 費】 １４，７４６ 

※ 

【調査票名】 １－内水面漁業漁獲統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８４ 調査票承認番号（旧）０２３５２４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）漁業権等が設定された河川及び湖沼のうち，平成１５

年調査結果（漁業権の設定された全ての河川及び湖沼を調査範囲として実施）より年間漁獲量１０

０トン以上の河川及び湖沼並びに統計部長が毎年の調査が必要として指定した河川及び湖沼を管轄

する内水面漁業協同組合又は，同河川及び湖沼で内水面漁業を営む漁業経営体。 （抽出枠）内水

面漁業漁獲統計調査（内水面漁業協同組合等名簿） 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）６００／母１，２００ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）

併用 （把握時）年間 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センター→調

査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年の翌年１月から３月まで 

【調査事項】 １．魚種別漁獲量，２．魚種別天然産種苗採捕量 

※ 

【調査票名】 ２－内水面養殖業収獲統計調査票 



 - 54 -

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８５ 調査票承認番号（旧）０２３５２５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）ます類，あゆ，こい，うなぎの養殖業を営んだ内水面

養殖業経営体 （抽出枠）内水面養殖業収穫統計調査（内水面養殖業経営体名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２，４００ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）併用 （把握

時）年間 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年の翌年１月から３月まで 

【調査事項】 １．魚種別収獲量，２．養殖方法別収獲量，３．魚種等別種苗販売量 

※ 

【調査票名】 ３－３湖沼漁業生産統計調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８６ 調査票承認番号（旧）０２３５２６ 

【調査対象】 （地域）３湖沼（琵琶湖，霞ヶ浦及び北浦） （単位）事業所 （属性）内水面漁業経営体，内

水面養殖業経営体，水揚機関 （抽出枠）３湖沼漁業生産統計調査（３湖沼経営体名簿） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，３００ （配布）郵送 （取集）併用 （記入）併用 （把握

時）年間 （系統）農林水産省→地方農政局→農政事務所→統計・情報センター→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査年の翌年１月から３月まで 

【調査事項】 １．漁業種類別魚種別漁獲量，２．天然種苗採捕量，３．魚種別収穫量，４．魚種別等種苗販売

量 
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【調査名】 賃金事情等総合調査 

【実施機関】 中央労働委員会事務局総務課広報調査室 

【目 的】 主要企業における賃金体系，諸手当の内容，賃金改定額と配分状況，年齢ポイント別の所定内賃金水

準等の賃金事情を総合的に把握する。 

【沿 革】 本調査は，昭和２７年以降，調査票原票の利用を目的として実施されてきているが，産業別の集計を

行っていることが明らかになったことから，平成７年度から統計報告調整法（昭和２７年法律第１４８

号）第４条に基づく統計報告の徴集として実施することになった。 

【調査の構成】 １－賃金事情調査票，２－労働時間，休日・休暇調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「速報」（平成１８年１２月），「確報」

（平成１９年２月） （表章）全国 

【経 費】 １０，９６０ 

※ 

【調査票名】 １－賃金事情調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８７ 調査票承認番号（旧）０２６３９３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）原則として，資本金５億円以上，労働者１，０００人以

上の企業のうち，中央労働委員会が取扱う労働争議の調整のため独自に選定した企業 （抽出枠）

中央労働委員会が，その必要性から把握している企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３７３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年６月末日（６月分賃金締切日）現在 （系統）中央労働委員会事務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月１日 

【調査事項】 １．主な事業内容，２．労働組合が加盟している上部団体名，３．記入担当者所属部署及び氏

名，４．労務構成，所定外労働時間数及び所定内・外賃金，５．賃金体系と賃金構成，６．家族手

当制度，７．特殊勤務手当制度，８．地域手当制度，９．今年の初任給の取扱い及び初任給額，１

０．今年の春闘の賃金妥結状況，１１．賃金改定額と配分状況，１２．平成１７年年末一時金・平
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成１８年夏季一時金及び配分状況，１３．モデル別所定内賃金及び一時金（男・女），１４．学

歴，年齢別実在者平均所定内賃金（男・女），１５．学歴・年齢，所定内賃金階級別人員数（男・

女） 

※ 

【調査票名】 ２－労働時間，休日・休暇調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３０日 

【調査票承認期間終了日】 平成１８年１２月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８８ 調査票承認番号（旧）０２５８３０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）原則として，資本金５億円以上，労働者１，０００人以

上の企業のうち，中央労働委員会が取扱う労働争議の調整のため独自に選定した企業 （抽出枠）

中央労働委員会が，その必要性から把握している企業 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３７３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成１８年６月末日現在（６月分賃金締切日） （系統）中央労働委員会事務局→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月１日 

【調査事項】 １．記入担当者所属部署及び氏名，２．所定労働時間，３．年間労働日数と年間休日日数，４．

所定外労働時間等に関する協定内容，５．変形労働時間制・みなし労働時間制の適用状況，６．所

定外労働の賃金割増率，７．年次有給休暇制度，８．特別休暇等制度，９．長期勤続者特別休暇制

度，１０．長時間労働に対する取り組み状況 
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【調査名】 労働環境調査 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部賃金福祉統計課 

【目 的】 危険有害業務の状況及び労働環境の変化等の労働者への影響を把握し，快適な職場環境の形成を含め

た今後の労働安全衛生行政運営上の基礎資料として，労働安全衛生対策の推進に資する。 

【沿 革】 本調査は，昭和５１年に開始され，調査対象産業及び調査内容は粉じん作業に係るものであった。そ

の後５６年に調査対象産業等をかえて今回の調査が行われたものである。 

【調査の構成】 １－労働環境調査（事業所票），２－労働環境調査（個人票），３－労働環境調査（ずい道・地

下鉄工事現場票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「結果概況」（調査実施後１年以内），「調査結果報

告書」 （表章）全国 

【経 費】 ４６，１９２ 

※ 

【調査票名】 １－労働環境調査（事業所票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６８９ 調査票承認番号（旧）０２２５４５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による鉱業，建設業，製造業，運輸

業（道路貨物運送業に限る。）及びサービス業（洗濯・理容・美容・浴場業，廃棄物処理業，自動

車整備業，機械等修理業，物品賃貸業に限る。）に属する常用労働者１０人以上の民営事業所 

（抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区分別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１２，７００／母２９０，０００ （配布）郵送 （取集）郵

送 （記入）自計 （把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報

部→都道府県労働局→労働基準監督署→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１４日～平成１９年１月１０日 

【調査事項】 １．事業所に関する事項，２．職場環境に関する事項，３．有害業務従事労働者の健康管理に関

する事項，４．有害業務の作業環境等に関する事項，５．化学物質管理に関する事項 
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※ 

【調査票名】 ２－労働環境調査（個人票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９０ 調査票承認番号（旧）０２２５４６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）日本標準産業分類による鉱業，建設業，製造業，運輸業

（道路貨物運送業に限る。）及びサービス業（洗濯・理容・美容・浴場業，廃棄物処理業，自動車

整備業，機械等修理業，物品賃貸業に限る。）に属する常用労働者１０人以上の民営事業所に雇用

されている労働者 （抽出枠）平成１６年事業所・企業統計調査調査区分別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１３，３００／母１１，３２０，０００ （配布）郵送 （取

集）郵送 （記入）自計 （把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統

計情報部→都道府県労働局→労働基準監督署→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１４日～平成１９年１月１０日 

【調査事項】 １．労働者の属性に関する事項，２．職場環境に関する事項，３．有害業務に関する事項，４．

有機溶剤に関する事項，５．化学物質に関する事項 

※ 

【調査票名】 ３－労働環境調査（ずい道・地下鉄工事現場票） 

【調査票承認期間開始日】 平成１８年１０月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成１９年０３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）０２６６９１ 調査票承認番号（旧）０２２５４７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）日本標準産業分類による建設業（ずい道建設工事，地

下鉄新設工事に限る。）で労働者災害補償保険の概算保険料が１６０万円以上又は工事請負金額が

１億９０００万円以上の工事現場 （抽出枠）平成１８年３月末現在の労働保険適用事業場名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６００／母６００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）厚生労働省大臣官房統計情報部→都道府県労働局

→労働基準監督署→報告者 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月１４日～平成１９年１月１０日 

【調査事項】 １．工事現場に関する事項，２．工事現場の作業環境に関する事項，３．工事現場の呼吸用保護

具に関する事項，４．粉じん抑制対策に関する事項，５．測定に関する事項，６．機械・装置等及

び労働災害に関する事項 



 
 
 
 
 
 
 
 
 

４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 主要企業の緑化意識及び取組に関するアンケート調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 大阪府内主要企業の緑化意識及び取組について把握し、官民協力の地域緑化手法の検討や，府内緑化

のための重点施策や地域緑化支援施策のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－主要企業の緑化意識及び取組に関するアンケート調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）ＨＰにて公表（平成１９年４月頃） （表章）都道府

県 

【経 費】 ５０ 

※ 

【調査票名】 １－主要企業の緑化意識及び取組に関するアンケート調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０７９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）大阪府内に本社をおく全上場企業 （抽出枠）東

洋経済新報社「会社四季報２００６年１集」 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４８３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）調

査日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月下旬（提出締切） 

【調査事項】 １．事業所周辺緑化環境の現状，２．地域緑化に向けた取り組みと考え方，３．地域緑化に向け

た公的施策への協力意向 
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【調査名】 県民健康・栄養実態調査 

【実施機関】 新潟県福祉保健部健康対策課 

【目 的】 新潟県民の身体の状況，健診・保健指導の受診状況，食育に関する認知度等を把握し，新潟県民の健

康増進の総合的な推進を図るために必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－アンケート調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，１５７ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟市を除く新潟県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）平成

１６年県民健康・栄養実態調査対象地区一覧，平成１８年国民健康・栄養調査対象地区（新潟県

分） 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，６００／母１，３３６，９１４ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．身長・体重，２．腹囲，３．血圧測定，４．血液検査，５．問診 

※ 

【調査票名】 ２－アンケート調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）新潟市を除く新潟県全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女 （抽出枠）平成

１６年県民健康・栄養実態調査対象地区一覧，平成１８年国民健康・栄養調査対象地区（新潟県

分） 
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【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，６００／母１，３３６，９１４ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）新潟県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．健康のために実施していること，２．健診・保健指導の受診率，３．内臓脂肪症候群の認知

度，４．食育に関する認知度 
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【調査名】 公共交通利用に関するアンケート調査 

【実施機関】 茨城県企画部企画課 

【目 的】 公共交通に関する県民や企業の利用実態，意識，ニーズなどを把握し，活性化と利便性の向上を図る

ための指針に反映させるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－公共交通利用に関するアンケート調査票（県民），２－公共交通利用に関するアンケート調

査票（通院者），３－公共交通利用に関するアンケート調査票（高校生），４－公共交通利用に関

するアンケート調査票（事業所），５－公共交通利用に関するアンケート調査票（市町村） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）茨城県ＨＰ等により公表（平成１８年度

中） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，０００ 

※ 

【調査票名】 １－公共交通利用に関するアンケート調査票（県民） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）個人 （属性）１５歳以上の県民 （抽出枠）住民基本台帳，茨

城県中小企業振興公社登録名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００／母３，０００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月～１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．公共交通の必要性，３．利用している交通手段，４．利用頻度，利用目

的，利用する理由，不便な点，５．公共交通利用促進のために必要な取組，６．行政による財政支

援への賛否とその理由，７．公共交通で移動可能なコンパクトシティの必要性 

※ 

【調査票名】 ２－公共交通利用に関するアンケート調査票（通院者） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８１ 受理番号（旧）００００００ 
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【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）個人 （属性）病院への通院者 （抽出枠）住民基本台帳，茨城

県中小企業振興公社登録名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，８００／母３，０００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月～１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．公共交通の必要性，３．利用している交通手段，４．公共交通利用促進

のために必要な取組，５．行政による財政支援への賛否とその理由，６．公共交通で移動可能なコ

ンパクトシティの必要性 

※ 

【調査票名】 ３－公共交通利用に関するアンケート調査票（高校生） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）個人 （属性）県立高校生 （抽出枠）住民基本台帳，茨城県中

小企業振興公社登録名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，４００／母３，０００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月～１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．公共交通の必要性，３．利用している交通手段，４．公共交通利用促進

のために必要な取組，５．行政による財政支援への賛否とその理由 

※ 

【調査票名】 ４－公共交通利用に関するアンケート調査票（事業所） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）事業所 （属性）茨城県内の事業所 （抽出枠）住民基本台帳，

茨城県中小企業振興公社登録名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４００／母１２３，０００ （配布）併用 （取集）併用 
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（記入）自計 （把握時）平成１８年１０月 （系統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月～１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．通勤手段と通勤手当の状況，３．公共交通の必要性，４．公共交通の促

進の取組状況，５．行政による財政支援への賛否とその理由，６．ノーマイカーデーなど公共交通

利用促進への協力の可否，７．公共交通で移動可能なコンパクトシティの必要性 

※ 

【調査票名】 ５－公共交通利用に関するアンケート調査票（市町村） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）個人 （属性）市町村 （抽出枠）住民基本台帳，茨城県中小企

業振興公社登録名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４４ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 （把握

時）調査日現在 （系統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月～１１月 

【調査事項】 １．公共交通利用に関する庁内の体制（公共交通の専任担当者の有無など），２．行政による財

政支援への賛否とその理由，３．公共交通の維持確保や促進のための取組状況，４．公共交通施策

に関する課題，５公共交通で移動可能なコンパクトシティの必要性，６．職員数等，７．職員の通

勤の現況，８．公共交通の必要性，９．公共交通利用促進のために必要な取組 
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【調査名】 輸血療法の実施に関するアンケート調査 

【実施機関】 山口県健康福祉部薬務課 

【目 的】 輸血用血液製剤の適正使用推進の基礎資料を得る。山口県が開催する「輸血療法委員会合同会議」に

おいて利用。 

【調査の構成】 １－輸血療法の実施に関するアンケート調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（手集計） （公表）「輸血療法委員会合同会議」において公表（平成１８年

１２月上旬開催予定） （表章）都道府県 

【経 費】 ２，５２６ 

※ 

【調査票名】 １－輸血療法の実施に関するアンケート調査 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）山口県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）山口県血液センターからの輸血用血液

製剤納入量が多い上位１００医療機関 （抽出枠）山口県赤十字血液センター作成の平成１７年度

血液製剤納入医療機関名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００／母１８８ （配布）郵送 （取集）郵送・ファクシミリ

装置 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）国の調査内容で変更あり （実施期日）平成１８年１０月１６日から平成１８年１０

月下旬まで 

【調査事項】 １．血液製剤廃棄量，２．自己血輸血量，３．輸血副作用状況，４．輸血管理料の認知，５．輸

血療法委員会について，６．緊急時の輸血について，７．ウイルス検査の実施状況 
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【調査名】 次世代育成支援に関する県民調査 

【実施機関】 神奈川県保健福祉部子ども家庭課 

【目 的】 次世代育成支援に関する県民調査は，次世代育成支援対策推進法に基づく神奈川県の地域行動計画

「かながわぐるみ・子ども家庭応援プラン」における重点プログラムの１つとして位置付けている「企

業の次世代育成支援に関するプログラム」を推進するにあたり，子育て世代の神奈川県民の立場・ニー

ズを踏まえ，企業における次世代育成支援の取組みに対する支援策を検討する基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－次世代育成支援に関する県民調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年度中） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２，６００ 

※ 

【調査票名】 １－次世代育成支援に関する県民調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神奈川県全域 （単位）個人 （属性）神奈川県内在住の２５歳～４４歳の神奈川県民 

（抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，７７２，８１１ （配布）郵送 （取集）

郵送 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）神奈川県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１０月２４日～平成１８年１０月３１日 

【調査事項】 １．性別，２．年齢，３．就労の有無，４．勤務先の業種，５．配偶者の有無，６．配偶者の就

労の有無，７．子どもの数，８．仕事と子育てについて，９．子育てと社会環境について，１０．

勤務先の次世代育成支援対策について，１１．次世代育成支援対策推進のための条例制定について

等 
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【調査名】 夫婦やパートナーとの日常生活についての調査 

【実施機関】 千葉市市民局生活文化部男女共同参画課 

【目 的】 千葉市内の夫婦やパートナーとの日常生活について実態を把握し，今後の男女共同参画社会推進に関

する事業に反映させるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－夫婦やパートナーとの日常生活についての調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 １，７２２ 

※ 

【調査票名】 １－夫婦やパートナーとの日常生活についての調査 

【受理年月日】 平成１８年１０月１６日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８４ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）千葉市内全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女各１，５００人 （抽出枠）

千葉市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母９３０，０１９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月 

【調査事項】 １．フェイス事項，（１）性別，（２）年齢，（３）同居している家族，（４）職業，２．夫婦

やパートナーとの日常生活について，（１）配偶者による暴力について，（２）男女共同参画等に

関連する法律の認知度，（３）パートナーに対し暴力等を振るったこと（振るわれたこと）の有

無，（４）暴力に関する相談を受けた場合の対処，（５）暴力の防止と対策のために必要なこと等 
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【調査名】 家庭におけるジェンダー意識に関する調査 

【実施機関】 千葉市市民局生活文化部男女共同参画課 

【目 的】 千葉市内の家庭におけるジェンダー意識について実態を把握し，今後の男女共同参画社会推進に関す

る事業に反映させるための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－家庭におけるジェンダー意識に関する調査 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） 

（表章）市区町村 

【経 費】 １，７２２ 

※ 

【調査票名】 １－家庭におけるジェンダー意識に関する調査 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８５ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）千葉市全域 （単位）個人 （属性）２０歳以上の男女各１，５００人 （抽出枠）千

葉市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母９３０，０１９ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）千葉市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月予定 

【調査事項】 １．フェイス事項，（１）性別，（２）年齢，（３）家族構成，（４）婚姻状況，（５）仕事の

形態，（６）子どもの有無，２．家庭生活や男女共同参画の意識について，（１）家庭生活や地域

活動と仕事の関係について，（２）配偶者やパートナーに期待すること，（３）家庭での役割分担

について，（４）結婚や子どもを持つことについて，（５）男性が育児・介護休業を取ることにつ

いて，（６）子どもの育て方について等 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 福井県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 福井県の健康増進計画に新たな基準指標の設定と進捗状況を把握する必要があることから，福井県民

の健康増進の総合的な推進を図るための基礎資料として，福井県民の身体状況，栄養摂取状況等を明ら

かにすることを目的に調査を実施する。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅰ），４

－一日の運動量調査票，５－健康意識調査票，６－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅱ），７－生

活習慣調査票（６～１４歳用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）ホームページで公表（平成１９年３月） （表章）都

道府県 

【経 費】 ４，６５５ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月～１２月 

【調査事項】 １．身長・体重、２．腹囲，３．血圧，４．運動状況，５．血液検査，６．問診，７．開眼片足

立ち 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 
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【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）世帯 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月～１２月 

【調査事項】 １．世帯状況，２．食事状況，３．食物摂取状況，４．一日の運動量（歩行数） 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅰ） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月～１２月 

【調査事項】 １．食生活，２．身体活動・運動，３．休養（睡眠），４．飲酒，５．喫煙，６．歯の健康状況 

※ 

【調査票名】 ４－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅱ） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調
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査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月３１日 

【調査事項】 １．生活活動 

※ 

【調査票名】 ５－生活習慣調査票（６～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月３１日 

【調査事項】 １．身体活動・運動 

※ 

【調査票名】 ６－一日の運動量調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月～１２月 

【調査事項】 １．一日の運動量（歩行数） 
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※ 

【調査票名】 ７－健康意識調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）福井県全域（２０地区） （単位）個人 （属性）調査地区世帯の満１歳以上全員 

（抽出枠）平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿と平成１２年国勢調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母８１９，３１９ （配布）調査員 （取集）調

査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福井県→健康福祉センター→調査員→報告

者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月～１２月 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣に関する意識，２．身体活動・運動に関する意識，３．休養・心の健康づ

くりに関する意識，４．たばこに関する意識 
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【調査名】 一般環境経由による石綿ばく露健康影響実態調査 

【実施機関】 佐賀県健康福祉本部健康増進課 

【目 的】 一般環境経由による石綿曝露の可能性の高いと指摘されている地域を中心に周辺住民の中皮腫患者の

背景に関する実態把握を行い，行政施策の企画立案のために利用する。 

【調査の構成】 １－石綿の健康影響に係る住民調査票，２－石綿関連疾患に係るカルテ調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及び広報及びホームページ（平成

１９年４月） （表章）都道府県 

【経 費】 ３，３００ 

※ 

【調査票名】 １－石綿の健康影響に係る住民調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）個人 （属性）平成１５年から平成１７年の３年間の人口動態統

計の死亡小票における，佐賀県内の悪性中皮腫による死亡者 （抽出枠）平成１５年から平成１７

年の３年間の人口動態統計の死亡小票における，佐賀県内の悪性中皮腫による死亡者 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系

統）佐賀県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）届出日から平成１９年３月 

【調査事項】 １．対象者の基本的事項（対象者氏名，性別，生年月日，死亡したとき，聞き取り調査を行う遺

族の氏名及び対象者との関係，住所，電話番号，原死因，健康診査の受診程度，受診のきっかけ，

喫煙の有無，その他の疾病，労災認定の有無，健康管理手帳の有無，対象者家族の中皮腫の死亡有

無，診断医師の所属・氏名），２．対象者の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産

業，仕事の内容，取扱い材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけ部屋の有無，労

災認定），３．家族の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産業，仕事の内容，取扱い

材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけ部屋の有無，労災認定），４．傍職業曝

露（作業衣の洗濯，家庭内での石綿関連製品の取扱い），５．近隣曝露（居住地に関する事項，保
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育・通学・通勤歴に関する事項，幼少期の遊び，環境に関する事項） 

※ 

【調査票名】 ２－石綿関連疾患に係るカルテ調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８７ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）佐賀県内の保健福祉事務所等の健康相

談等で把握した，一般環境経由による石綿ばく露の可能性が否定できない中皮腫による死亡者及び

療養中の患者 （抽出枠）佐賀県内の保健所等の健康相談等で把握した，一般環境経由による石綿

ばく露の可能性が否定できない中皮腫による死亡者及び療養中の患者 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系

統）佐賀県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）届出日から平成１９年３月 

【調査事項】 対象者氏名，性別，生年月日，死亡日時，住所，家族の病歴，喫煙習慣，石綿曝露の可能性，職

業歴，中皮腫発見契機，中皮腫の部位，初期臨床症状，検査所見，悪性中皮腫確定診断，腫瘍分

類，治療経過，原死因 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 熊本県健康福祉部健康づくり推進課 

【目 的】 医療費適正化計画策定及び健康増進計画改定のために，メタボリックシンドロームに着目した生活習

慣病に関する現状を把握することを目的に調査を実施する。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－生活習慣調査票（１５歳以上用），３－生活習慣調査票（６～１４歳

用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度） （表章）都道

府県 

【経 費】 ７，０００ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）個人 （属性）抽出された単位区の世帯員で６歳以上 （抽出

枠）平成１７年国勢調査世帯名簿，平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１，８５２，１３５ （配布）来た人への配布 

（取集）来た人からの取集 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）熊本県→報告者（熊

本市の場合は，熊本県→熊本市→報告者） 

【周期・期日】 （周期）約３～５年毎 （実施期日）１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．身長・体重（満６歳以上），２．腹囲（満６歳以上），３．血圧（満１５歳以上），４．血

液検査（満２０歳以上），５．問診（満２０歳以上），６．開眼片足立ち（満４０歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－生活習慣調査票（１５歳以上用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）個人 （属性）抽出された単位区の世帯員で６歳以上 （抽出
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枠）平成１７年国勢調査世帯名簿，平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１，８５２，１３５ （配布）来た人への配布 

（取集）来た人からの取集 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）熊本県→報告者（熊

本市の場合は，熊本県→熊本市→報告者） 

【周期・期日】 （周期）約３～５年毎 （実施期日）１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．基本的属性（性別，年齢，医療保険，職業，身長・体重），２．食習慣，３．運動習慣，

４．休養・ストレス，５．健康づくり，６．飲酒，７．たばこ，８．健診等受診状況，９．内臓脂

肪症候群等の事項 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（６～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８８ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）熊本県全域 （単位）個人 （属性）抽出された単位区の世帯員で６歳以上 （抽出

枠）平成１７年国勢調査世帯名簿，平成１８年国民生活基礎調査世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母１，８５２，１３５ （配布）来た人への配布 

（取集）来た人からの取集 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）熊本県→報告者（熊

本市の場合は，熊本県→熊本市→報告者） 

【周期・期日】 （周期）約３～５年毎 （実施期日）１１月１日～１２月２０日 

【調査事項】 １．身体活動・運動状況（運動状況，スポーツ活動参加有無，通学時間，非活動的な時間等） 
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【調査名】 神戸港と市民経済調査 

【実施機関】 神戸市みなと総局振興課 

【目 的】 神戸港が市民経済に与える影響を測定するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－神戸港における港湾関連事業調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） （表章）市

区町村 

【経 費】 ５０ 

※ 

【調査票名】 １－神戸港における港湾関連事業調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１９日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０８９ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）協同組合 （属性）港湾関係協会・組合等 （抽出枠）港湾関係

協会・組合等を把握した名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００／母１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）神戸市→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１０月下旬から１１月上旬 

【調査事項】 １．事業所，本社又は本店の名称，所在地，２．記入者属性，３．１５年度末現在従業者数，

４．１６年度末現在従業者数，５．１７年度末現在従業者数 
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【調査名】 障害程度区分認定状況調査結果報告 

【実施機関】 厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部精神・障害保健課 

【目 的】 障害者自立支援法における新たな障害程度区分認定事務の実施状況を把握し，障害程度区分の円滑な

運営に資するための基礎資料を得るとともに，障害程度区分に関する情報の分析を行い，障害程度区分

認定の資質向上を図ることを目的として実施する。 

【調査の構成】 １－障害程度区分認定状況調査 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表

章）全国，都道府県，市区町村 

【経 費】 １９３，８５２ 

※ 

【調査票名】 １－障害程度区分認定状況調査 

【受理年月日】 平成１８年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９０ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）市区町村 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，８４３ （配布）郵送 （取集）オンライン （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→報告者，（厚生労働省→都道府県→報告者） 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月末 

【調査事項】 １．介護給付申請書の内容（認定申請日，年齢階級，性別等），２．障害程度認定調査票の内容

（申請者の心身の状況），３．認定ソフトの出力内容（前回結果，一次判定結果），４．市町村審

査会の判定結果（二次判定結果，意見依頼日，入手日等），５．市町村が保持する情報（市町村番

号，認定実施日等） 
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【調査名】 健康調査 

【実施機関】 岩手県保健福祉部保健衛生課 

【目 的】 岩手県民の運動，喫煙，飲酒，健診受診等の生活習慣の実態及び意識を把握し，平成２０年度に策定

する新健康増進計画及び医療費適正化計画の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－健康調査票（６～１４歳用），２－健康調査票（１５歳以上用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「岩手県健康調査報告書」（平成１９年１２月予定） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ４，５００ 

※ 

【調査票名】 １－健康調査票（６～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）国勢調査の中から抽出した岩手県内１５市町村４８単位区 （単位）個人 （属性）指

定された地区の該当世帯の６歳以上 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表より選定した単

位区内の世帯に対して，保健所「岩手県健康調査」担当職員が巡回訪問又は住民基本台帳の閲覧に

より作成した世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）岩手県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月１日～平成１９年１月３１日 

【調査事項】 １．身長・体重，２．朝食について，３．起床・就寝について，４．運動状況 

※ 

【調査票名】 ２－健康調査票（１５歳以上用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９１ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）国勢調査の中から抽出した岩手県内１５市町村４８単位区 （単位）個人 （属性）指

定された地区の該当世帯の６歳以上 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表より選定した単
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位区内の世帯に対して，保健所「岩手県健康調査」担当職員が巡回訪問又は住民基本台帳の閲覧に

より作成した世帯名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７００ （配布）調査員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）岩手県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１２月１日～平成１９年１月３１日 

【調査事項】 １．医療保険の加入状況，２．朝食について，３．睡眠について，４．運動状況，５．歯につい

て，６．飲酒について，７．喫煙について，８．内臓脂肪症候群について，９．健康いわて２１プ

ランについて，１０．健診・保健指導について 
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【調査名】 人材の確保・育成・活用に関する調査 

【実施機関】 大阪府立産業開発研究所 

【目 的】 大阪府下の企業の事業展開における人材の確保・育成・活用の現状と今後の方向性について把握する

ことにより，今後の大阪産業全体の成長・発展の観点からみた人的基盤強化のための課題を明らかにす

る。 

【調査の構成】 １－人材の確保・育成・活用に関する調査調査票（製造業），２－人材の確保・育成・活用に関

する調査調査票（非製造業） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）大阪府「平成１９年版大阪経済・労働白書」及び大阪

府立産業開発研究所発行の報告書「産開研資料」による公表（平成１９年８月） （表章）都道府

県 

【経 費】 １，１４０ 

※ 

【調査票名】 １－人材の確保・育成・活用に関する調査調査票（製造業） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９２ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所 （属性）大阪府内の企業のうち，単独事業所については

産業分類，本社については企業産業分類により，大分類「Ｆ－製造業」に含まれる民営事業所 

（抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査結果事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月下旬 

【調査事項】 １．企業の概要，２．人材確保・育成の状況，３．人材活用の状況 

※ 

【調査票名】 ２－人材の確保・育成・活用に関する調査調査票（非製造業） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９２ 受理番号（旧）００００００ 
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【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）企業 （属性）大阪府内の企業のうち，単独事業所については産

業分類，本社については企業産業分類により，Ｈ－情報通信業，Ｊ－卸売・小売業に含まれる民営

事業所のほか，大分類Ｑ－サービス業（他に分類されないもの）のうち中分類８０－専門サービス

業（他に分類されないもの），８１－学術・開発研究機関，８２－洗濯・理容・美容・浴場業，８

３－その他の生活関連サービス業，８４－娯楽業，８５－廃棄物処理業，８６－自動車整備業，８

７－機械等修理業，８８－物品賃貸業，８９－広告業，９０－その他の事業サービス業に含まれる

民営事業所 （抽出枠）平成１６年度事業所・企業統計調査結果事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）大阪府→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月下旬 

【調査事項】 １．企業の概要，２．人材の確保・育成の状況，３．人材活用の状況 
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【調査名】 一般環境経由による石綿ばく露の健康影響実態調査 

【実施機関】 大阪府健康福祉部地域保健福祉室健康づくり感染症課 

【目 的】 一般環境経由による石綿曝露の可能性の高いと指摘されている地域を中心に周辺住民の中皮腫患者の

背景に関する実態把握を行い，行政施策の企画立案のために利用する。 

【調査の構成】 １－石綿の健康影響に係る住民調査票，２－石綿関連疾患に係るカルテ調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及び広報及びホームページ（平成

１９年４月） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，６００ 

※ 

【調査票名】 １－石綿の健康影響に係る住民調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）個人 （属性）平成１５年から平成１７年の３年間の人口動態統

計の死亡小票における，大阪府内の悪性中皮腫による死亡者 （抽出枠）平成１５年から平成１７

年の３年間の人口動態統計の死亡小票における大阪府内の悪性中皮腫による死亡者 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系

統）大阪府→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）届出日から平成１９年３月 

【調査事項】 １．対象者の基本的事項（対象者氏名，性別，生年月日，死亡したとき，聞き取り調査を行う遺

族の氏名及び対象者との関係，住所，電話番号，原死因，健康診査の受診程度，受診のきっかけ，

喫煙の有無，その他の疾病，労災認定の有無，健康管理手帳の有無，対象者家族の中皮腫の死亡有

無，診断医師の所属・氏名），２．対象者の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産

業，仕事の内容，取扱い材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけの部屋の有無，

労災認定），３．家族の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産業，仕事の内容，取扱

い材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけの部屋の有無，労災認定），４．傍職

業曝露（作業衣の洗濯，家庭内での石綿関連製品の取扱い），５．近隣曝露（居住地に関する事
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項，保育・通学・通勤歴に関する事項，幼少期の遊び・環境に関する事項） 

※ 

【調査票名】 ２－石綿関連疾患に係るカルテ調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９３ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）個人 （属性）大阪府内の保健所等の健康相談等で把握した，一

般環境経由による石綿ばく露の可能性が否定できない中皮腫による死亡者及び療養中の患者 （抽

出枠）大阪府内の保健所等の健康相談等で把握した，一般環境経由による石綿ばく露の可能性が否

定できない中皮腫による死亡者及び療養中の患者 

【調査方法】 （選定）全数 （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系

統）大阪府→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）届出日から平成１９年３月 

【調査事項】 対象者氏名，性別，生年月日，死亡日時，住所，家族の病歴，喫煙習慣，石綿曝露の可能性，職

業歴，中皮腫発見契機，中皮腫の部位，初期臨床症状，検査所見，悪性中皮腫確定診断，腫瘍分

類，治療経過，原死因 
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【調査名】 健康づくりに関する生活習慣調査 

【実施機関】 山口県健康福祉部健康増進課 

【目 的】 今般の医療制度改革を踏まえ，生活習慣病対策を充実強化する観点から，来年度「健康やまぐち２１

計画」の内容充実を図り，地域の実情を踏まえた目標設定を行うための改定作業を実施することとして

おり，新規に盛り込む目標設定に必要な基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－健康づくりに関する生活習慣調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度中） （表章）都

道府県 

【経 費】 １１２ 

※ 

【調査票名】 １－健康づくりに関する生活習慣調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９４ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）平成１７年県民健康栄養調査を実施した２６地区 （単位）個人 （属性）該当地区世

帯の構成員（２０歳以上） （抽出枠）平成１７年県民健康栄養調査地区名簿，対象者名簿 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，２００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把

握時）調査日現在 （系統）山口県→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月１０日～１２月１０日 

【調査事項】 １．健康受診歴，２．内臓脂肪症候群の認知度，３．睡眠（休養），４．飲酒，５．喫煙等 
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【調査名】 一般環境経由によるアスベストばく露の健康影響実態調査 

【実施機関】 茨城県保健福祉部保健予防課 

【目 的】 茨城県内における中皮腫による死亡者や患者の背景に関する実態把握を行い，アスベスト製品製造工

場周辺住民の一般環境経由による石綿ばく露の可能性についての検証を行い，今後の施策の検討に資す

る。 

【調査の構成】 １－アスベストの健康影響に係る住民調査票，２－アスベスト関連疾患に係るカルテ調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平成１９年３

月） （表章）都道府県 

【経 費】 ２９０ 

※ 

【調査票名】 １－アスベストの健康影響に係る住民調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９５ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）個人 （属性）人口動態調査の「死亡の原因」欄に中皮腫と記載

されているもの （抽出枠）平成１５年から１７年の人口動態統計の死亡小票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）併用 （取集）併用 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系

統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月～０２月 

【調査事項】 １．対象者の基本的事項（対象者氏名，性別，生年月日，死亡したとき，聞き取り調査を行う遺

族の氏名及び対象者との関係，住所，電話番号，原死因，健康診査の受診程度，受診のきっかけ，

喫煙の有無，その他の疾病，労災認定の有無，健康管理手帳の有無，対象者家族の中皮腫の死亡有

無，診断医師の所属・氏名），２．対象者の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産

業，仕事の内容，取扱い材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけ部屋の有無，労

災認定），３．家族の職歴事項（会社名，所在地，所属していた期間，産業，仕事の内容，取扱い

材料，傍での仕事，出入りした場所，アスベスト吹きつけ部屋の有無，労災認定），４．傍職業ば

く露（作業衣の洗濯，家庭内での石綿関連製品の取扱い），５．近隣ばく露（居住地に関する事
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項，保育・通学・通勤歴に関する事項，幼少期の遊び・環境に関する事項） 

※ 

【調査票名】 ２－アスベスト関連疾患に係るカルテ調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９５ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）人口動態調査の「死亡の原因」欄に中

皮腫と記載されているもの （抽出枠）平成１５年から１７年の人口動態統計の死亡小票 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （配布）併用 （取集）併用 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系

統）茨城県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）１１月～０２月 

【調査事項】 対象者氏名，性別，生年月日，死亡日時，住所，家族の病歴，喫煙習慣，石綿曝露の可能性，職

業歴，中皮腫発見契機，中皮腫の部位，初期臨床症状，検査所見，悪性中皮腫確定診断，腫瘍分

類，治療経過，原死因 
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【調査名】 県民健康栄養調査補完調査 

【実施機関】 徳島県保健福祉部健康増進課 

【目 的】 徳島県民の健康意識・健康行動を把握し，健康問題を明確化するとともに，「健康徳島２１」推進の

ための基礎資料を得るため実施した平成１５年県民健康栄養調査の補完調査を実施することにより，国

の医療制度改革を踏まえ，生活習慣病対策を充実強化する観点から，徳島県健康増進計画の内容の充実

を図り，今後の糖尿病をはじめとする生活習慣病の予防と中長期的な医療費適正化対策に資することを

目的とする。 

【調査の構成】 １－県民健康栄養調査補完調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月予定） （表

章）都道府県 

【経 費】 ２，２００ 

※ 

【調査票名】 １－県民健康栄養調査補完調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）１０６０９６ 受理番号（旧）００００００ 

【調査対象】 （地域）徳島県全域 （単位）個人 （属性）平成１５年県民健康栄養調査で対象とした１５単

位地区の世帯のうち，２０歳以上の世帯員 （抽出枠）平成１５年県民健康栄養調査の調査地区名

簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，５００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）徳島県→保健所（調査員）→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成１８年１１月から１２月まで 

【調査事項】 １．健診受診状況，２．内臓脂肪症候群の認知度，３．腹囲測定の有無，４．糖尿病歴，５．食

事バランスガイドについて等 
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（２） 変更 

【調査名】 府民健康・栄養調査 

【実施機関】 京都府保健福祉部健康・医療総括室健康増進室 

【目 的】 「きょうと健康長寿日本一プラン」の実現のため，生活習慣病対策の中でも心疾患，脳血管疾患を引

き起こす可能性の非常に高い内臓脂肪症候群対策に重点を置いた取組が早急に必要なことから，広域・

大規模な京都府民の生活実態や意識を把握し，評価・分析することにより，地域における健康づくりや

生活習慣病予防等の具体的な取組を進めるとともに，現在の「きょうと健やか２１（京都府健康増進計

画）」の見直しを図るための，基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣調査票（１５歳以上用，全体

版），４－生活習慣調査票（６～１４歳用，全体版），５－生活習慣調査票（１～５歳用），６－

生活習慣調査票（１５歳以上用，追加版），７－生活習慣調査票（６～１４歳用，追加版） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月末） 

（表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．身長・体重，２．腹囲，３．血圧，４．血液検査，５．１日の運動量，６．問診 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 



 94

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）世帯 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．世帯状況，２．食事状況，３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用，全体版） 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．栄養・食生活，２．身体活動・運動，３．健診・保健・医療，４．内臓脂肪症候群，５．飲

酒，６．喫煙 

※ 

【調査票名】 ４－生活習慣調査票（１５歳以上用，追加版） 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 
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【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．栄養・食生活，２．身体活動・運動，３．健診・保健・医療，４．内臓脂肪症候群，５．飲

酒，６．喫煙 

※ 

【調査票名】 ５－生活習慣調査票（６～１４歳用，全体版） 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．身体活動・運動，２．休養・こころの健康，３．栄養・食生活 

※ 

【調査票名】 ６－生活習慣調査票（６～１４歳用，追加版） 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為に抽出した地区内に在住する１歳以上の全

世帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査区調査一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．身体活動・運動，２．休養・こころの健康，３．栄養・食生活 

※ 

【調査票名】 ７－生活習慣調査票（１～５歳用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月０４日 
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【受理番号】 受理番号（新）２０６１０３ 受理番号（旧）１９８０６２ 

【調査対象】 （地域）京都府全域 （単位）個人 （属性）無作為抽出した地区内に在住する１歳以上の全世

帯員 （抽出枠）平成１２年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，６００，０００ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）京都府→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）不定期 （実施期日）平成１８年１１月上旬～１２月上旬 

【調査事項】 １．身体活動・運動，２．栄養・食生活等 
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【調査名】 労使関係実情調査 

【実施機関】 佐賀県農林水産商工本部労働課 

【目 的】 佐賀県内の民間企業に雇用されている労働者の労働時間，その他労働条件に関する基本事項を調査

し，その実態を明らかにして労使関係の円滑化を図るとともに，労働行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－労使関係実情調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「佐賀県の労働事情」（平成１８年版）（翌年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ３１６ 

※ 

【調査票名】 １－労使関係実情調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０４ 受理番号（旧）２０４０７６ 

【調査対象】 （地域）佐賀県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」，「製造業」，「電気・ガス・熱供

給・水道業」，「情報通信業」，「運輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，「宿泊

業」，「医療，福祉」，「教育，学習支援業」，「複合サービス事業」，「サービス業（他に分類

されないもの）」に属する従業者規模（常雇）が３０人以上の民間事業所 （抽出枠）平成１６年

事業所・企業統計調査 調査区別民営事業所漢字リスト 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３５０／母１，７２３ （配布）郵送 （取集）郵送 （記

入）自計 （把握時）１０月３１日現在 （系統）佐賀県農林水産商工本部労働課→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月１日～１７日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．労働時間制度（１週あたりの所定労働時間，週休制の形態，年間休日総

数等），３．育児・介護休業制度（育児休業制度について，育児休業の取得状況，育児休業の取得

期間等），４．その他の制度（定年制度，退職金制度，福利厚生制度） 
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【調査名】 患者調査 

【実施機関】 茨城県保健福祉部厚生総務課 

【目 的】 病院及び療養病床を有する一般病床を利用する患者について，その傷病の状況等の実態を明らかに

し，保健医療行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－患者調査病院票，２－患者調査一般診療所票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年度） 

（表章）都道府県 

【経 費】 １１，６８０ 

※ 

【調査票名】 １－患者調査病院票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０５ 受理番号（旧）２０１０５９ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）茨城県内の全病院及び療養病床を有す

る全一般診療所の管理者 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１０月１９日現在 （系統）茨城県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．入院・外来の種別，５．受療の状況，６．診

療科名，７．診療費支払方法，８．紹介の有無，９．救急の状況，１０．病床（病棟）の種別，１

１．入院の状況，１２．心身の状況 

※ 

【調査票名】 ２－患者調査一般診療所票 

【受理年月日】 平成１８年１０月０６日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０５ 受理番号（旧）２０１０５９ 

【調査対象】 （地域）茨城県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）茨城県内の全病院及び療養病床を有す

る全一般診療所の管理者 
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【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２３６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成１８年１０月１９日現在 （系統）茨城県→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月日，３．患者の住所，４．入院・外来の種別，５．受療の状況，６．診

療科名，７．診療費支払方法，８．紹介の有無，９．救急の状況，１０．病床の種別，１１．入院

の状況，１２．心身の状況 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 愛知県健康福祉部健康担当局健康対策課 

【目 的】 地域住民に対する栄養指導の基礎資料とするとともに，「健康日本２１あいち計画」の基礎資料を得

る。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査票，３－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅰ），４

－生活習慣調査票（６～１４歳用），５－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅱ） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１８年度末） （表章）都

道府県 

【経 費】 １，０１１ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０６ 受理番号（旧）２０５０７６ 

【調査対象】 （地域）平成１８年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，海部郡佐織

町，西尾市） （単位）世帯 （属性）平成１８年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）平

成１８年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 

（把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．身長・体重（満１歳以上） ２．腹囲（満６歳以上），３．血圧（満１５歳以上），４．血

液検査（満２０歳以上），５．問診（満２０歳以上），６．片足開眼立ち（満４０歳以上） 

※ 

【調査票名】 ２－栄養摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０６ 受理番号（旧）２０５０７６ 
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【調査対象】 （地域）平成１８年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，海部郡佐織

町，西尾市） （単位）世帯 （属性）平成１８年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）平

成１８年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．運動状況，２．食物の摂取状況等 

※ 

【調査票名】 ３－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅰ） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０６ 受理番号（旧）２０５０７６ 

【調査対象】 （地域）平成１８年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，海部郡佐織

町，西尾市） （単位）世帯 （属性）平成１８年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）平

成１８年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．食生活・生活習慣状況（間食・外食・欠食の習慣，睡眠に関する事項，歯磨きの習慣等セル

フケアに関する事項），２．飲酒の状況（飲酒習慣の有無，飲酒頻度，飲酒量），３．喫煙の状況

（喫煙経験・習慣の有無，喫煙本数），４．身体活動・運動状況（運動に関する意識，生活活動に

関する意識，非活動的な時間，歩行速度，運動時間等），５．健診・保健指導実績（健診受診率，

保健指導利用率等），６．内臓脂肪症候群の認知度等 

※ 

【調査票名】 ４－生活習慣調査票（１５歳以上用－Ⅱ） 
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【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０６ 受理番号（旧）２０５０７６ 

【調査対象】 （地域）平成１８年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，海部郡佐織

町，西尾市） （単位）世帯 （属性）平成１８年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）平

成１８年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．身体活動・運動状況（平日・休日の日数，平日・休日別の生活活動時間） 

※ 

【調査票名】 ５－生活習慣調査票（６～１４歳用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０６ 受理番号（旧）２０５０７６ 

【調査対象】 （地域）平成１８年国民生活基礎調査地区より設定された単位地区から国民健康・栄養調査該当

地区を除いた単位地区より無作為抽出した４単位地区の世帯（愛知県一宮市，江南市，海部郡佐織

町，西尾市） （単位）世帯 （属性）平成１８年国民生活基礎調査被調査対象者 （抽出枠）平

成１８年国民生活基礎調査被調査名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自計 

（把握時）調査日現在 （系統）愛知県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）１１月 

【調査事項】 １．身体活動・運動状況（運動状況，スポーツ活動参加有無，通学時間，非活動的な時間等） 



 103

【調査名】 母子世帯等実態調査 

【実施機関】 北九州市保健福祉局子ども家庭課 

【目 的】 北九州市全域における「母子世帯」「父子世帯」「寡婦世帯」の生活実態及び要望事項等を把握し，

今後の母子等福祉施策の充実及びその効果的推進を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－家庭実態調査（母子），２－家庭実態調査（父子），３－家庭実態調査（寡婦） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（未定） （表章）市

区町村 

【経 費】 ６，３１９ 

※ 

【調査票名】 １－家庭実態調査（母子） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０７ 受理番号（旧）１０１０７０ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）世帯 （属性）母子世帯 （抽出枠）北九州市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，７５０／母１７，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１１月１日現在 （系統）北九州市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年・５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．仕事の状況，３．住宅について，４．生活実態について，５．健康状況，

６．お子さんのことについて，７．生活状況について，８．母子家庭のための福祉施策について等 

※ 

【調査票名】 ２－家庭実態調査（父子） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０７ 受理番号（旧）１０１０７０ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）世帯 （属性）父子世帯 （抽出枠）北九州市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，２５０／母３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１１月１日現在 （系統）北九州市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年・５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 
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【調査事項】 １．世帯の状況，２．仕事の状況，３．住宅について，４．生活実態について，５．健康状況，

６．お子さんのことについて，７．生活状況について，８．父子家庭のための福祉施策について等 

※ 

【調査票名】 ３－家庭実態調査（寡婦） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０７ 受理番号（旧）１０１０７０ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）世帯 （属性）寡婦世帯 （抽出枠）北九州市住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成１８年１１月１日現在 （系統）北九州市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年・５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．仕事の状況，３．住宅について，４．生活実態について，５．健康状況，

６．生活状況について，７．寡婦のための福祉施策について等 
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【調査名】 母子家庭等実態調査 

【実施機関】 福岡市こども未来局こども部こども家庭課 

【目 的】 今後の母子福祉施策等の充実を図るための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－家庭実態調査（母子家庭），２－家庭実態調査（父子家庭） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・手集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月３１

日） （表章）市区町村 

【経 費】 ４，９００ 

※ 

【調査票名】 １－家庭実態調査（母子家庭） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０８ 受理番号（旧）２９６０８０ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）世帯 （属性）母子家庭 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，６００／母１７，２１２ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）福岡市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．仕事について，３．住宅について，４．生活実態について，５．健康状

況，６．お子さんのことについて，７．生活状況，８．母子家庭のための福祉施設について等 

※ 

【調査票名】 ２－家庭実態調査（父子家庭） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０８ 受理番号（旧）２９６０８０ 

【調査対象】 （地域）福岡市全域 （単位）世帯 （属性）父子家庭 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，４００／母２，９０５ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）１１月１日現在 （系統）福岡市→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月２０日 

【調査事項】 １．世帯の状況，２．仕事について，３．住宅について，４．生活実態について，５．健康状
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況，６．お子さんのことについて，７．生活状況，８．父子家庭のための福祉施設について等 
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【調査名】 県民栄養調査 

【実施機関】 埼玉県保健医療部健康づくり支援課 

【目 的】 埼玉県民の食生活の実態を把握し，健康づくり施策策定の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－食物摂取状況調査票，２－食生活状況調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ７，５９２ 

※ 

【調査票名】 １－食物摂取状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０９ 受理番号（旧）２０１０５８ 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）世帯 （属性）埼玉県内に居住する世帯員 （抽出枠）平成１８

年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，５００／母２，８１４，０００ （配布）郵送 （取集）

併用 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）埼玉県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．世帯状況（生年月，性別，妊娠・授乳の有無，仕事の種類，身体活動レベル），２．食事の

状況，３．食物摂取状況 

※ 

【調査票名】 ２－食生活状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１０９ 受理番号（旧）２０１０５８ 

【調査対象】 （地域）埼玉県全域 （単位）個人 （属性）埼玉県内に居住する世帯員 （抽出枠）平成１８

年国民生活基礎調査単位区別世帯名簿等 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）７，０００／母７，０７４，０００ （配布）郵送 （取集）

併用 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）埼玉県→調査員→報告者 



 108

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１１月３０日 

【調査事項】 １．自身の健康状態，健康感，健康行動（健診の受診の有無，受診結果），２．栄養，食生活及

び健康情報の収集方法及び活用状況（食事バランスガイトの認識，情報源と活用方法等），３．食

品と健康問題に関する認識の状況（アレルギー食品，健康食品等の知識及び当該食品への対応状況

等），４．栄養補助食品等の利用状況及び食品表示の認識状況，５．外食や中食の利用状況や健康

作り協力店の認知度，６．メタボリックシンドロームに関する事項 
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【調査名】 女性労働調査 

【実施機関】 群馬県産業経済局労働政策課 

【目 的】 群馬県内事業所における女性の雇用・就労に関する実態及び従業員の意識等について調査し，今後の

女性労働行政推進のための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－女性労働調査調査票（事業所用），２－女性労働調査調査票（従業員用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ４，１９７ 

※ 

【調査票名】 １－女性労働調査調査票（事業所用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１０ 受理番号（旧）２０３０７４ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）事業所 （属性）「建設業」，「製造業」，「情報通信業」，

「運輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，「飲食店，宿泊業」，「サービス業（他に分

類されないもの）」の８業種で，常時雇用者規模３０人以上（「卸売・小売業」の小売業と「飲食

店・宿泊業」の飲食店，「サービス業」は１０人以上）の民営事業所 （抽出枠）平成１６年事業

所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母９，１０８ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）群馬県→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１１月１３日 

【調査事項】 １．事業所の概要，２．就労状況，３．常用従業員の雇用管理状況，４．退職制度，５．ポジテ

ィブ・アクション，６．セクシュアルハラスメント，７．育児休業・看護休暇及び介護休業制度，

８．女性パートタイム従業員の状況，９．派遣社員の受け入れ状況，１０．請負労働者の状況，１

１．労働条件 

※ 

【調査票名】 ２－女性労働調査調査票（従業員用） 
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【受理年月日】 平成１８年１０月１３日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１０ 受理番号（旧）２０３０７４ 

【調査対象】 （地域）群馬県全域 （単位）個人 （属性）「建設業」，「製造業」，「情報通信業」，「運

輸業」，「卸売・小売業」，「金融・保険業」，「飲食店，宿泊業」「サービス業（他に分類され

ないもの）」の８業種で，常時雇用者規模３０人以上（「卸売・小売業，飲食店」の小売業と「飲

食店・宿泊業」の飲食店，「サービス業」は１０人以上）の事業所の従業員 （抽出枠）平成１６

年事業所・企業統計調査事業所名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）８，０００／母４４３，８８４ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年９月３０日現在 （系統）群馬県→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成１８年１１月１３日 

【調査事項】 １．勤務先の状況，２．本人及び家族の状況，３．職業等に対する考え方，４．職場における男

女平等，５．セクシュアルハラスメント，６．育児休業制度及び介護休業制度，７．その他，８．

パートタイム従業員 
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【調査名】 観光統計調査 

【実施機関】 大阪府にぎわい創造部観光交流局観光振興課 

【目 的】 観光振興施策の立案並びに実施にあたって，観光動向を把握する必要があるため，観光客数などを調

査するとともに，大阪に訪問する外国人観光客の実態を把握するための調査を行う。 

【調査の構成】 １－利用者数調査票，２－実態調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）報道機関へ発表（翌年秋頃） （表章）都

道府県 

【経 費】 ２，６００ 

※ 

【調査票名】 １－利用者数調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１１ 受理番号（旧）２０５０７９ 

【調査対象】 （地域）大阪府全域 （単位）事業所及び個人 （属性）（観光施設）日本観光協会の全国統一

基準に基づき，年間利用者数が５万人もしくは特定時期の利用者数が月間５，０００人以上となる

施設及び市町村が推薦する施設とその利用者 （宿泊施設）日本観光協会の全国統一基準に定めら

れた調査対象に該当する宿泊施設及び市町村が推薦する宿泊施設 （抽出枠）大阪府観光データベ

ース 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４００／母４００ （配布）郵送 （取集）郵送・ＦＡＸ （記入）

自計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年３月末 

【調査事項】 （観光施設）１．営業日数，２．利用者数（月別） （宿泊施設）１．室数・定員等，２．宿泊

人泊数 

※ 

【調査票名】 ２－実態調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１１ 受理番号（旧）２０５０７９ 
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【調査対象】 （地域）関西国際空港 （単位）個人 （属性）関西国際空港を利用する訪日外国人旅行客（出

国者対象） （抽出枠）大阪府観光データベース 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３００／母３，７００ （配布）調査員 （取集）調査員 

（記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）大阪府→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１１月頃 

【調査事項】 １．日本への訪問について，２．大阪への訪問について，３．大阪での行動について，４．フェ

イス事項 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 福岡県保健福祉部健康対策課 

【目 的】 医療保険者を中心とする健診・保健指導の推進や，国民運動としての生活習慣病対策の展開に向け，

国の示す基本方針に基づき，全国統一的な手法で県民健康・栄養調査を実施し，都道府県健康増進計画

（いきいき健康ふくおか２１）の内容を充実させることが必要であるため，福岡県の実態を把握するこ

とを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－生活習慣調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「平成１８年県民健康・栄養調査報告書」（平成１９

年３月予定） （表章）都道府県 

【経 費】 ５，０４３ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１２ 受理番号（旧）２０４０７５ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）福岡県に居住するもの （抽出枠）国民生活基礎

調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７９３／母５，０２８，０２６ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）福岡県→北九州市，福岡市，大牟田

市，福岡県福祉環境事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月 

【調査事項】 １．身長・体重，２．腹囲，３．血圧測定，４．血液検査，５．問診，６．開眼片足立ち 

※ 

【調査票名】 ２－生活習慣調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月１８日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１２ 受理番号（旧）２０４０７５ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）福岡県に居住するもの （抽出枠）国民生活基礎
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調査 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１，７９３／母５，０２８，０２６ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福岡県→北九州市，福岡市，大牟田

市，福岡県福祉環境事務所→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１２月 

【調査事項】 １．食生活，２．身体活動・運動，３．休養（睡眠），４．飲酒，５．喫煙，６．歯の健康，

７．健診受診率，８．保健指導利用率，９．医療機関受診率，１０．内臓脂肪症候群の認知度等 
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【調査名】 福祉保健基礎調査 

【実施機関】 東京都福祉保健局総務部企画課 

【目 的】 東京都内における各世帯の生活実態並びに世帯員の福祉，保健，医療に関する意識を明らかにし，今

後の福祉・保健医療施策を推進するための基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－福祉保健基礎調査調査票①（世帯用），２－福祉保健基礎調査調査票②（世帯員用） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年１０月予定） （表

章）都道府県 

【経 費】 ２３，０００ 

※ 

【調査票名】 １－福祉保健基礎調査調査票①（世帯用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１３ 受理番号（旧）２０５０７４ 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）世帯 （属性）都内に居住する６，０００世帯とその世帯の満２

０歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６，０００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 

（把握時）平成１８年１１月１１日現在 （系統）東京都→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月１１日～１２月１０日 

【調査事項】 １．世帯主との続柄，２．性別，３．出生の年月，４．配偶者の有無，５．保育・教育の状況，

６．仕事の有無，７．健康状態，８．傷病の状況，９．医療保険の加入状況，１０．公的年金の加

入状況，１１．身体障害者手帳の所持状況，１２．愛の手帳の所持状況，１３．精神障害者保健福

祉手帳の所持状況，１４．住居について，１５．別居している子について，１６．世帯の収入につ

いて，１７．介護が必要な世帯員について等 

※ 

【調査票名】 ２－福祉保健基礎調査調査票②（世帯員用） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２０日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１３ 受理番号（旧）２０５０７４ 
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【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）個人 （属性）都内に居住する６，０００世帯とその世帯の満２

０歳以上の世帯員 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）１１，６００ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）自

計 （把握時）平成１８年１１月１１日現在 （系統）東京都→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１１月１１日～１２月１０日 

【調査事項】 １．生活習慣病予防について，２．運動と検診について，３．悩みやストレスについて，４．子

育て支援について，５．児童，高齢者虐待について，６．障害者の福祉と雇用について，７．地域

福祉について，８．福祉サービスへの民間参入について，９．社会保障と費用負担について，１

０．所得等のあり方について等 
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【調査名】 市民意識調査「ごみの減量・リサイクルへの意識の向上について」 

【実施機関】 北九州市総務市民局市民部広聴課 

【目 的】 家庭ごみ収集制度の見直しに伴い，市民の反応やごみの減量・リサイクルへの意識の変化などについ

て把握する。 

【調査の構成】 １－市民意識調査票「ごみ減量・リサイクルへの意識の向上について」 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１９年３月） （表章）市

区町村 

【経 費】 ２，９３６ 

※ 

【調査票名】 １－市民意識調査票「ごみ減量・リサイクルへの意識の向上について」 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１４ 受理番号（旧）１０１０６６ 

【調査対象】 （地域）北九州市全域 （単位）個人 （属性）北九州市に居住する２０歳以上の成人男女 

（抽出枠）住民基本台帳，外国人登録データ 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母８１６，４１１ （配布）郵送 （取集）郵送 

（記入）自計 （把握時）平成１８年１０月 （系統）北九州市→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１８年１０月２７日～１１月１０日 

【調査事項】 １．ごみ収集制度変更の広報に関すること，２．家庭ごみに関すること，３．かん・びん，ペッ

トボトルに関すること，４．プラスチック製容器包装に関すること，５．古紙のリサイクルに関す

ること，６．小物金属のリサイクルに関すること，７．マイバック（買い物袋，買い物かご）に関

すること，８．ごみの資源化・減量化に関すること，９．回答者の属性に関すること 
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【調査名】 県民健康・栄養調査 

【実施機関】 沖縄県福祉保健部健康増進課 

【目 的】 平成２０年度の医療制度改革に伴う沖縄県の健康増進計画改定のために，栄養摂取量及び生活習慣の

状況を明らかにし，総合的な健康増進対策を推進するための指標を得ることを目的とする。 

【調査の構成】 １－身体状況調査票，２－栄養摂取状況調査調査票，３－生活習慣調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」及びホームページ（平成１９年４

月以降） （表章）都道府県 

【経 費】 ８，５００ 

※ 

【調査票名】 １－身体状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１５ 受理番号（旧）１０３０８７ 

【調査対象】 （地域）名護市，今帰仁村，うるま市，沖縄市，宜野湾市，中城村，那覇市，浦添市西原町，南

城市，八重瀬町，豊見城市，糸満市，宮古島市，石垣市 （単位）個人 （属性）２５調査単位区

（市町村１５市町村から２５調査区を選定） （抽出枠）国民生活基礎調査世帯名簿及び平成１２

年国勢調査地区要図，住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／母１，３６０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）他計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県福祉保健部→保健所→調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月６日 

【調査事項】 １．身長・体重，２．腹囲測定，３．血圧測定，４．血液検査，５．一日の運動量（歩行数），

６．口腔内状況調査，７．問診 

※ 

【調査票名】 ２－生活習慣調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１５ 受理番号（旧）１０３０８７ 
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【調査対象】 （地域）名護市，今帰仁村，うるま市，沖縄市，宜野湾市，中城村，那覇市，浦添市西原町，南

城市，八重瀬町，豊見城市，糸満市，宮古島市，石垣市 （単位）個人 （属性）２５調査単位区

（市町村１５市町村から２５調査区を選定） （抽出枠）国民生活基礎調査世帯名簿及び平成１２

年国勢調査地区要図，住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／母１，３６０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県福祉保健部→保健所→調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月６日 

【調査事項】 １．食生活，２．身体活動・運動，３．休養（睡眠），４．飲酒，５．喫煙，６．歯の健康状況 

※ 

【調査票名】 ３－栄養摂取状況調査調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２４日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１５ 受理番号（旧）１０３０８７ 

【調査対象】 （地域）名護市，今帰仁村，うるま市，沖縄市，宜野湾市，中城村，那覇市，浦添市西原町，南

城市，八重瀬町，豊見城市，糸満市，宮古島市，石垣市 （単位）世帯 （属性）２５調査単位区

（市町村１５市町村から２５調査区を選定） （抽出枠）国民生活基礎調査世帯名簿及び平成１２

年国勢調査地区要図，住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，５００／母１，３６０，０００ （配布）調査員 （取

集）調査員 （記入）併用 （把握時）調査日現在 （系統）沖縄県福祉保健部→保健所→調査員

→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成１８年１１月１日～１２月６日 

【調査事項】 １．世帯状況，２．食事状況，３．食物摂取状況 
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【調査名】 日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入状況等に関する調査 

【実施機関】 文部科学省初等中等教育局国際教育課 

【目 的】 日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等を調査・分析することにより受入れ体制の充実に

資する。 

【調査の構成】 １－日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入状況調査票，２－日本語指導が必要な外国人児童

生徒に対する施策の実施状況調査票（小・中学校），３－日本語指導が必要な外国人生徒に対する

施策の実施状況調査票（高等学校） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（３月頃予定） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入状況調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１６ 受理番号（旧）２０５０６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県及び市町村教育委員会（特別区，教育

事務組合，共同設置及び広域連合を含む。）教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）文部科学省→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査開始から約２ヶ月 

【調査事項】 １．児童生徒数及び受入校数等，２．母語別児童生徒数，３．在籍人数別学校数，４．在籍人数

別市町村数，５．在籍期間別児童生徒数 

※ 

【調査票名】 ２－日本語指導が必要な外国人児童生徒に対する施策の実施状況調査票（小・中学校） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１６ 受理番号（旧）２０５０６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県及び市町村教育委員会（特別区，教育

事務組合，共同設置及び広域連合を含む。）教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 
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（記入）自計 （把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査開始から約２ヶ月 

【調査事項】 １．指導体制，２．研修の状況，３．受入体制・調査研究の状況，４．情報提供の状況等 

※ 

【調査票名】 ３－日本語指導が必要な外国人生徒に対する施策の実施状況調査票（高等学校） 

【受理年月日】 平成１８年１０月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０６１１６ 受理番号（旧）２０５０６５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）地方公共団体 （属性）都道府県及び市町村教育委員会（特別区，教育

事務組合，共同設置及び広域連合を含む。）教育委員会 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，９９４ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１８年９月１日現在 （系統）文部科学省→都道府県教育委員会→

報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）調査開始から約２ヶ月 

【調査事項】 １．指導体制，２．研修の状況，３．情報提供の状況等 
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（３） 中止 

【調査名】 県民意識調査 

【実施機関】 福岡県総務部県民情報広報課 

【目 的】 県民の県政に対する意識及び意見・要望の全般的傾向を把握し，今後の県政運営の基礎資料とする。 

【調査の構成】 １－これからの福岡県づくりに関する県民意識調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成１２年３月） 

（表章）都道府県 

【経 費】 ７，７７０ 

【備 考】 〔中止の理由〕株式会社時事通信社と株式会社中央調査社が共同で実施する調査リポート「地域政策

情報」を購入することにより，全国における本県の位置，特色を知ることができ，また他県との比較が

できるため。 

※ 

【調査票名】 １－これからの福岡県づくりに関する県民意識調査票 

【受理年月日】 平成１８年１０月２６日 

【受理番号】 受理番号（新）３０６０２６ 受理番号（旧）１９７０５９ 

【調査対象】 （地域）福岡県全域 （単位）個人 （属性）福岡県内居住の満２０歳以上の男女 （抽出枠）

選挙人名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２，０００／母３，７９３，０７３ （配布）併用 （取集）

併用 （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）福岡県→（西日本新聞社）→報告者 

【周期・期日】 （周期）２年 （実施期日）平成１１年８月下旬 

【調査事項】 １．現在の生活の満足度，２．日ごろの不安や不満，３．地域の活性化について，４．福岡県の

魅力，５．青少年を取り巻く環境，６．リサイクルについて，７．効果的な行政の推進，８．フェ

イスシート項目等 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(4) (4)

83 59 81 67 58 71 72 25 18 25 35 11 4 605

(3) (3)

22 18 10 5 5 5 5 1 5 3 6 3 6 88

(3) (4) (4) (7)

105 77 91 72 63 76 77 26 23 28 41 14 10 693

(1) (1) (1)

26 33 43 77 68 73 78 34 8 12 8 3 10 463

8 7 31 52 55 110 137 25 35 33 30 14 23 537

(1) (1) (2)

34 40 74 129 123 183 215 59 43 45 38 17 33 1000

2 2 0 1 1 5

(11) (3) (1)  (4) (4) (19)

22 10 16 13 14 35 32 8 11 8 6 2 3 177

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (20)

23 11 18 13 15 35 32 8 11 8 6 2 3 182

(1) (1) (1) (1)

102 106 101 108 142 139 134 50 6 23 7 6 14 924

308 298 312 278 193 216 185 56 51 41 44 44 50 2026

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 33

3 2 8 2 2 2 2 2 23

(2) (4) (1) (1) (1) (9)

380 355 321 358 299 355 277 44 82 70 41 66 90 2648

(2) (4) (1) (1) (1) (1) (9)

688 661 635 643 502 576 473 102 136 114 87 113 141 4730

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 227 63 56 90 53 37 56 2853

(2) (2) (2)

102 71 77 72 54 79 64 22 24 17 17 29 6 628

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 204

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 31

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (113)

143 182 226 154 80 91 51 34 32 25 24 13 17 1055

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (15) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (118)

711 730 767 621 532 512 350 119 116 135 95 82 80 4770

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 91 10 24 5 26 2 27 944

11 1 7 11 27 30

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 60 13 11 9 15 11 3 565

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (23) (5) (3) (12) (3) (12) (3) (200)

309 249 272 212 186 166 146 24 21 9 13 14 9 1621

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (24) (5) (3) (12) (4) (12) (12) (225)

579 462 490 394 395 306 297 47 67 24 61 38 66 3160

(30) (49) (22) (27) (9) (13) (5) (1) (1) (156)

126 202 176 175 218 215 196 48 45 55 30 11 38 1497

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (11) (4) (1) (206)

223 243 179 172 124 131 80 21 20 15 34 28 54 1270

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (24) (9) (1) (1) (1) (362)

349 445 355 347 342 346 276 69 65 70 64 39 92 2767

(4) (12) (14) (11) (11) (6) (2) (1) (1) (1) (1) (1) (64)

2 1 4 11 1 1 1 20

65 116 168 122 122 65 74 19 6 16 10 26 16 809

30 52 84 61 61 29 39 10 3 8 5 13 8 395

2591 2532 2533 2328 2118 2173 1865 480 469 449 400 313 441 18251

2621 2584 2617 2389 2179 2202 1904 490 472 457 405 326 449 18646

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

126



年（月） 備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

(4)

1 3 1 1

(1)

1 1

(4)

1 4 1 1 1

1 1 2 1 1

(1)

1 6 6 2 5 1 1

1 6 6 3 6 1 2 2 1

1

(4) (1)

1 2 6

(4)

1 2 6

(1)

1 4 1 4 3

1 4 5 2 2 4 5 10 1 2 3

2 2

(2)

4 3 1 7 16 1 10 3

1 4 6 8 3 9 4 5 26 2 12 8

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成17年 平成18年

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省
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承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

3 28 1 4 6 11 1 2 3 5 12

(1)

15 2

2

1

(1)

　 2 4 7 3

(1)

3 30 1 19 8 13 11 1 2 6 5 13

2 19 2 2 1

24 1

1 2

(1) (1) (2)

2 2 4 1

28 20 2 5 2 3 1 2

11 4 2 7 13

(2)

2 11 4 2 1 6

2 11 11 4 6 9 1 19

(1) (1)

1 1

8 2 2 12

4 1 1 3

36 72 14 40 35 25 29 11 39 20 18 48

36 72 14 40 35 29 29 12 39 21 21 48

平成17年 平成18年

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

年（月）

実施機関名
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年

新 規 58 54 43 39 32 27 10 1 5 8 8 4 4 289

変 更 69 72 99 108 88 79 81 22 15 23 29 15 29 700

中 止 6 3 7 11 8 1 1 2 1 1 5 41

新 規 358 282 367 354 355 389 302 84 75 63 67 72 80 2768

変 更 329 299 199 140 177 210 178 40 88 29 74 62 54 1825

中 止 4 4 8 2 15 16 31 8 10 4 4 7 3 113

新 規 105 82 85 124 139 127 94 36 26 28 240 371 29 1457

変 更 131 65 55 49 61 114 81 12 24 24 16 12 14 644

中 止 1 1 5 2 11 1 1 3 2 1 27

新 規 2 6 2 1 11

変 更 10 9 10 16 16 9 3 2 2 2 1 80

中 止 2 3 1 1 1 1 1 1 11

新 規 523 424 495 517 528 543 406 122 106 99 315 447 113 4525

変 更 539 445 363 313 342 412 343 76 127 78 121 90 97 3249

中 止 13 4 14 11 31 19 51 11 12 10 6 10 9 192

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

備　考

11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

新 規 1 1 1 1 2 1 1

国 変 更 　 1 6 2 6 1 2 4 1 1

中 止 2 2 2

新 規 13 2 7 4 3 1 9 3 1 12 14

変 更 3 6 7 6 4 15 12 3 10 4 8 10

中 止 3 3 12 1 1 1 1

新 規 3 4 1 1 1 1 5 9 7 7 3

市 変 更 1 2 1 1 1 2 2 2 1 3

中 止

新 規

変 更 1

中 止 　 　

新 規 16 7 9 5 4 2 2 16 12 8 20 18

変 更 4 9 13 9 11 17 15 7 16 6 8 14

中 止 2 3 5 12 1 3 1 1

年（月）

実施機関名

平成17年 平成18年

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等
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